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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 148,374 155,988 144,204 145,807 149,525

営業利益 （百万円） 4,283 6,430 4,080 4,219 5,029

経常利益 （百万円） 3,596 5,696 3,534 3,602 4,475

親会社株主に帰属する
当期純利益

（百万円） 4,081 4,687 5,195 3,392 3,990

包括利益 （百万円） 4,703 5,144 5,758 464 5,407

純資産額 （百万円） 20,405 27,442 32,566 32,718 37,648

総資産額 （百万円） 65,573 72,453 77,300 75,388 84,293

１株当たり純資産額 （円） 292.41 399.60 475.73 478.20 551.16

１株当たり当期純利益金額 （円） 61.30 70.45 78.34 51.14 60.22

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 29.7 36.5 40.8 42.0 43.3

自己資本利益率 （％） 23.7 20.4 17.9 10.7 11.7

株価収益率 （倍） 5.3 5.2 3.6 5.4 6.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 7,007 11,502 11,015 8,959 11,774

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △7,428 △6,224 △7,629 △9,424 △7,897

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,166 △2,121 △3,187 △2,437 △31

現金及び現金同等物の
期末残高

（百万円） 5,247 8,406 8,612 5,330 9,175

従業員数 （人） 3,272 3,191 3,134 3,036 3,022
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略してお

ります。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 4,704 6,376 7,537 6,874 7,144

営業利益 （百万円） 1,156 857 2,231 1,328 1,348

経常利益 （百万円） 2,628 515 1,981 982 1,102

当期純利益 （百万円） 3,060 1,038 1,974 2,177 1,121

資本金 （百万円） 13,752 13,752 13,752 13,752 13,752

発行済株式総数 （千株） 66,635 66,635 66,635 66,635 66,635

純資産額 （百万円） 17,602 18,486 20,857 22,486 23,792

総資産額 （百万円） 39,923 48,661 50,260 48,439 52,498

１株当たり純資産額 （円） 264.37 279.06 314.34 339.44 359.16

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当額)
（円）

4.00 5.00 4.00 7.00 8.00

(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 45.97 15.61 29.78 32.83 16.92

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 44.1 38.0 41.5 46.4 45.3

自己資本利益率 （％） 19.2 5.8 10.0 10.0 4.8

株価収益率 （倍） 7.1 23.4 9.4 8.5 24.1

配当性向 （％） 8.7 32.0 13.4 21.3 47.3

従業員数 （人） 52 54 54 54 66
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略してお

ります。
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２ 【沿革】

当社は、昭和17年６月５日付の商工省通牒「自動車および同部分品配給機構整備要綱」に基づき、東京府自動車

配給株式会社として東京市京橋区に昭和17年11月16日資本金200万円で発足いたしました。

また、平成16年４月に会社分割により持株会社体制に移行して株式会社東日カーライフグループに商号変更し、

平成23年４月には日産ディーラー事業を大幅に拡大した新たな持株会社体制となったことに伴い、日産東京販売

ホールディングス株式会社に商号変更しております。

年月 概要

昭和17年11月 東京府自動車配給株式会社として東京市京橋区に設立

昭和18年10月 東京都自動車整備配給株式会社に商号変更

昭和21年２月 東京自動車販売株式会社に商号変更

　〃　　12月 東京日産自動車販売株式会社に商号変更

昭和30年９月 本社を港区溜池に移転

昭和36年10月 東京証券取引所市場第１部上場

昭和46年１月 本社を港区六本木に移転

昭和52年３月 東京日産モーター株式会社の拠点、人員の一部を受け入れる

昭和57年４月 トーニチサービス株式会社設立

昭和60年７月 新東京日産自動車販売株式会社の営業の一部を譲り受ける

平成元年３月 東京日産コンピュータシステム株式会社設立

平成11年６月 株式会社昭和島サービスセンター設立

平成12年７月 本社を品川区西五反田に移転

平成14年10月 株式会社車検館設立

平成15年８月

 
トーニチサービス株式会社が株式会社昭和島サービスセンターを吸収合併し、株式会社エース・

オートサービスに商号変更

平成16年３月 東京日産コンピュータシステム株式会社ジャスダック市場上場

　〃　　４月 会社分割により持株会社体制へ移行し、株式会社東日カーライフグループに商号変更

平成20年２月 日産ネットワークホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当増資を実施

平成23年４月 日産プリンス東京販売株式会社及び日産プリンス西東京販売株式会社を子会社化

〃

 
日産ディーラー事業を大幅に拡大した新たな持株会社体制へ移行し、日産東京販売ホールディング

ス株式会社に商号変更

平成24年４月 株式会社エース・オートサービスがエヌティオートサービス株式会社に商号変更
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社11社（非連結子会社３社含む）、関連会社１社及びその他の関係会社２社により

構成されており、自動車関連及び情報システム関連を主な事業として取り組んでおります。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断するこ

ととなります。

 

当社及び関係会社の事業における位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

また、セグメントと同一の区分によっており、連結子会社のみ示しております。

 

(1) 自動車関連事業

①　自動車及び部用品の販売

主に日産自動車㈱及び同社グループ会社より自動車及び部用品を仕入れて販売しております。

（主な関係会社）東京日産自動車販売㈱、日産プリンス東京販売㈱、日産プリンス西東京販売㈱

②　自動車整備

自動車の車体整備及び車検整備等を行っております。

（主な関係会社）エヌティオートサービス㈱、㈱車検館

 

(2) 情報システム関連事業

情報システム関連機器の販売及び導入

コンピュータのハードウェア、ソフトウェアの販売及び機器のキッティング、導入支援、ネットワークの構

築、運用・保守サービス、ヘルプデスク、データセンター等の事業を行っており、その一部は関係会社に係るも

のであります。

（主な関係会社）東京日産コンピュータシステム㈱

 

(3) その他

不動産事業

不動産の賃貸を行っており、その一部は関係会社に貸与しております。

（主な関係会社）当社
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事業の系統図は、次のとおりであります。

 

(注) ◎：連結子会社　　○：非連結子会社　　●：関連会社
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

(連結子会社)       

東京日産自動車販売㈱ (注)３,７
東京都

品川区
90 自動車関連事業 100.0 建物・土地を貸与しております。

日産プリンス東京販売㈱ (注)３,７
東京都

品川区
95 自動車関連事業 100.0 建物・土地を貸与しております。

日産プリンス西東京販売㈱ (注)３,７
東京都

三鷹市
95 自動車関連事業 100.0 建物・土地を貸与しております。

エヌティオートサービス㈱  
東京都

大田区
90 自動車関連事業 100.0 建物・土地を貸与しております。

㈱車検館  
東京都

府中市
50 自動車関連事業 100.0 建物・土地を貸与しております。

エースビジネスサービス㈱  
東京都

江東区
40 自動車関連事業 100.0 建物を貸与しております。

㈱カーネット車楽 (注)４
東京都

品川区
10 自動車関連事業 100.0 ―――――

東京日産コンピュータシステム㈱ (注)５
東京都

渋谷区
867

情報システム

関連事業
53.8

当社の事務機器等の仕入先。

建物を貸与しております。

役員の兼任　有

(その他の関係会社)       

日産自動車㈱ (注)６

神奈川県

横浜市

神奈川区

605,813
自動車及び同部品

の製造・販売等

被所有34.0

(34.0)
―――――

日産ネットワークホールディング

ス㈱
 

神奈川県

横浜市

西区

90
日産自動車㈱の

子会社
被所有34.0 ―――――

 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．「議決権の所有（又は被所有）割合」欄の（　）内は、間接所有（又は被所有）割合であります。

３．東京日産自動車販売㈱、日産プリンス東京販売㈱、日産プリンス西東京販売㈱は特定子会社に該当しており

ます。

４．㈱カーネット車楽は清算手続き中であります。

５．東京日産コンピュータシステム㈱は有価証券報告書提出会社であります。

６．日産自動車㈱は有価証券報告書提出会社であります。

７．東京日産自動車販売㈱、日産プリンス東京販売㈱及び日産プリンス西東京販売㈱については、売上高(連結

会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

　　　 主要な損益情報等

 東京日産自動車販売㈱ 日産プリンス東京販売㈱ 日産プリンス西東京販売㈱

    

(1) 売上高 42,468百万円 51,314百万円 41,691百万円

(2) 経常利益 1,357百万円 1,998百万円 1,714百万円

(3) 当期純利益 1,913百万円 1,293百万円 1,022百万円

(4) 純資産額 7,140百万円 5,743百万円 4,556百万円

(5) 総資産額 17,050百万円 17,515百万円 13,925百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成29年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

自動車関連事業 2,843

情報システム関連事業 135

その他 2

全社（共通） 42

合計 3,022
 

(注) １．従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。なお、平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の

100分の10未満であるため記載を省略しております。

２．セグメントの名称の「全社（共通）」として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない

管理部門の従業員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成29年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

66 50.3 24.5 6,613
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

自動車関連事業 22

情報システム関連事業 －

その他 2

全社（共通） 42

合計 66
 

(注) １．従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。な

お、平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略し

ております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．セグメントの名称の「全社（共通）」として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない

管理部門の従業員であります。

４．前事業年度末に比べ従業員数が12名増加しております。これは、自動車関連事業を中心とした本社機能の強

化を図るための増加であります。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループには３つの労働組合があり、それぞれ上部団体の日産労連に加盟しております。平成29年３月31日

現在の組合員数は計2,324名であります。

なお、労使関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高は149,525百万円（前連結会計年度比3,717百万円増、2.5％

増）、営業利益は5,029百万円（前連結会計年度比809百万円増、19.2％増）、経常利益は4,475百万円（前連結会計

年度比873百万円増、24.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,990百万円（前連結会計年度比598百万円

増、17.6％増）となり、昨年に引き続き増収増益となりました。

 

当社グループは、自動車関連事業及び情報システム関連事業を主な事業として展開しており、当連結会計年度の

報告セグメントごとの業績は次のとおりであります。

①　自動車関連事業

当連結会計年度における全国の新車販売台数は、登録車の販売が好調に推移した結果、前年同期比2.8％増と好

調に推移いたしました。当社グループのマーケットである東京都内の新車販売台数につきましても、同2.3％増と

なっております。

当社グループの新車販売台数は、軽自動車の「デイズ」「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の販売停止の影響や

カナダ子会社を事業譲渡したことなどにより、30,608台（前年同期比1,819台減、5.6％減）となりました。

［新車販売台数実績］

 平成28年３月期（台） 平成29年３月期（台） 前期比（台）

 上半期 下半期 年度 上半期 下半期 年度 上半期 下半期 年度

日産販売会社

（３社）
14,847 16,585 31,432 12,077 18,531 30,608 △2,770 ＋1,946 △824

カナダ子会社

（昨年３月に事業譲渡）
355 640 995 － － － △355 △640 △995

合計 15,202 17,225 32,427 12,077 18,531 30,608 △3,125 ＋1,306 △1,819
 

上半期は「デイズ」「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の販売停止などにより苦戦いたしましたが、「お客さま

とのお取引機会の最大化」の取り組み、「お客さまのニーズにあわせた提案型営業による付加価値販売」の定着

によりその影響を最小限に留め、例年並みの営業利益を確保いたしました。下半期につきましては、セレナ・

ノートの新型車効果により当該車種の販売台数が大きく伸張した結果、カナダ子会社の事業譲渡による台数減を

カバーし、新車販売台数が前年同期比1,306台増、7.6％増となり、売上高・売上利益ともに大幅に向上いたしま

した。

これらの結果、自動車関連事業の当連結会計年度の業績は、売上高は140,140百万円（前連結会計年度比894百

万円増、0.6％増）、セグメント利益（営業利益）は5,371百万円（前連結会計年度比773百万円増、16.8％増）と

増収増益となりました。

②　情報システム関連事業

データセンターなどの第三世代ビジネス（クラウド・ビッグデータなど）は堅調に推移するとともに、大規模

なパソコン代替案件などハードウェアビジネスが伸長したことにより、売上高は8,974百万円（前連結会計年度比

2,869百万円増、47.0％増）、セグメント利益（営業利益）は371百万円（前連結会計年度比158百万円増、74.4％

増）と増収増益となりました。

③　その他

その他の事業である不動産事業につきましては、外部顧客への賃貸契約が減少した結果、売上高は410百万円

（前連結会計年度比47百万円減、10.3％減）、セグメント利益（営業利益）は125百万円（前連結会計年度比11百

万円減、8.6％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は9,175百万円（前連結会計年

度比3,845百万円増、72.2％増）となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動による資金の増加は11,774百万円（前連結会計年度比2,814百万円の収入増）であります。主な資金の

増加は、税金等調整前当期純利益が4,595百万円、減価償却費が3,298百万円、たな卸資産の減少が3,462百万円、

仕入債務の増加が2,631百万円、その他営業活動による増加が848百万円であり、主な資金の減少は、売上債権の

増加が2,540百万円、法人税等の支払額が912百万円であります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動による資金の減少は7,897百万円（前連結会計年度比1,527百万円の支出減）であります。主な資金の

増加は、事業譲渡による収入が2,102百万円であり、主な資金の減少は、有形固定資産の取得による支出が9,501

百万円であります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動による資金の減少は31百万円（前連結会計年度比2,406百万円の支出減）であります。主な資金の増加

は、長短借入金の返済・収入の差引による収入が916百万円であり、主な資金の減少は、リース債務の返済による

支出が540百万円、配当金の支払による支出が463百万円であります。
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２ 【販売及び仕入の状況】

(1) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売台数(台) 金額(百万円) 前年同期比(％)

自動車関連事業    

　新　車 30,608 71,785 102.5

　中古車 39,088 27,513 96.7

　その他 － 40,841 100.1

計 － 140,140 100.6

情報システム関連事業 － 8,974 147.0

報告セグメント計 － 149,114 102.6

その他 － 410 89.7

合計 － 149,525 102.5
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績は、次のとおりであります。

なお、仕入実績については、事業の性質上「自動車関連事業」の新車及び中古車について開示しております。

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

自動車関連事業   

　新　車 58,526 98.6

　中古車 22,383 100.0

合計 80,910 99.0
 

(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

当社グループは、東証一部上場企業グループとして、コーポレートガバナンスをより強固なものとしつつ、持続

的な成長と中長期的な企業価値向上を図ってまいります。

また、平成23年度から平成25年度までの前中期経営計画の期間に確立した「安定した収益構造と強化した財務体

質」を土台とし、更なる成長のために、平成26年度から平成30年度までの５ヵ年の中期経営計画を策定し、①グ

ループ戦略、②規模の拡大戦略、③営業戦略、④店舗ネットワーク戦略、⑤人材戦略を[成長戦略５本柱]と位置付

け、最終年度（平成30年度）の連結売上高2,000億円、連結営業利益100億円を目標としております。

さらに、お客さま満足度（ＣＳ）の向上をすすめ、中期（５ヵ年）経営計画のもと、日産自動車の戦略に沿って

マーケットシェアの拡大を図りつつ、規模並びに収益力において日産圏での最有力会社を目指してまいります。

なお、中期経営計画の詳細は、弊社ホームページをご覧ください。

（http://www.nissan-tokyo-hd.co.jp/news/140929.pdf）　

［成長戦略５本柱］

①　グループ戦略

グループの中核である三販社（東京日産自動車販売㈱・日産プリンス東京販売㈱・日産プリンス西東京販売

㈱）において、更なる生産性の向上を図り、より一層の成長を目指してまいります。そして、三販社を中心とし

たグループネットワークのシナジー効果を拡大していくとともに、グループ外の需要獲得を更に拡大させ、収益

の安定化を図ってまいります。

②　規模の拡大戦略

平成27年７月に都内販売会社（太洋日産自動車販売㈱）から事業の一部譲渡を受けました。今後も機会をとら

え、首都圏・東京のネットワークを充実し、自動車関連事業の拡大を図ってまいります。

③　営業戦略

三販社各社の戦略に加え、ベストプラクティス（好事例）のグループ内への水平展開を継続することで、お客

さま満足度（ＣＳ）の向上を図るとともに、業務の平準化を徹底し、生産性の向上をすすめ、収益を上げてまい

ります。

新車販売では、お客さまのニーズを的確にとらえ最適なご提案を行うことで、付加価値販売を徹底してまいり

ます。また、日産自動車の進める「インテリジェント・モビリティ」の取り組みにより開発された、ＥＶ（電気

自動車）やｅ-ＰＯＷＥＲに代表される電動化技術、プロパイロット（運転支援技術）に代表される知能化の技術

をお客さまにアピールし、拡販につなげてまいります。

また、「メンテプロパック」「グッドプラス保証」といったサービス商品の拡販を通じて、「安心」「お得」

をお客さまにご提供し、安定したストックビジネスを一層高い水準で推進してまいります。

④　店舗ネットワーク戦略

店舗のリニューアルやイメージアップを引き続き計画的に行い、サービスの質を高め、お客さま満足度（Ｃ

Ｓ）の向上を目指し、積極的な投資を行ってまいります。

また、販売店舗のない空白地帯への新規出店を行い、店舗ネットワークの最適化を図ってまいります。

⑤　人材戦略

グループの中核を担う自動車販売会社のＣＡ（カーライフアドバイザー）、ＴＳ（テクニカルスタッフ）の計

画的かつ安定的な採用に向け、人事部（人材開発グループ）を中心に三販社の組織を横断した採用活動の強化を

図ってまいります。人材育成面においても、的確な教育を通じ、生産性の向上及び技術力強化をすすめ、お客さ

ま満足度（ＣＳ）の向上を図ってまいります。

また、女性がいきいきと働いている職場を目指し、女性の採用と活躍の場を拡大していくとともに、積極的な

登用を行ってまいります。三販社においては、女性活躍に関する具体的「行動計画」として、①ＣＡ採用におけ

る女性比率目標と②管理職候補群（課長補佐）への積極的登用を公表し活動しております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生に備えての対策を講じてまいります。

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 景気及び需要動向について

①　景気動向について

当社グループでは、自動車関連事業が主な収益源であり、日本国内、特に東京都内における自動車の販売が中

心となっており、日本の景気動向は、法人・個人の需要に大きな影響があるため、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。

②　需要動向について

現時点では安定的に推移しているものの、少子高齢化に伴う自動車運転免許取得人口の減少や東京都内におい

て顕著な若年層の車離れなどを要因として、将来的に需要が減少した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

 

(2) 法的規制等について

①　当社グループの自動車整備事業における車検及び法定点検は道路運送車両法に準拠しております。そのため、

車検の有効期間の延長や点検項目の減少等の法改正が行われた場合は、自動車整備事業の収益に影響を及ぼす可

能性があります。

②　規制緩和に伴い自動車整備事業や中古車販売事業に対する異業種からの参入があった場合は、競争の激化によ

る売上・収益単価の減少を招き、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③　将来、消費税や重量税等自動車関連諸税がさらに引き上げられた場合は、自動車販売事業の需要や車種構成に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 特定の取引先等について

当社グループの新車販売事業は、当社グループ自動車販売会社各社と特定取引先（日産自動車㈱等）との間で締

結している特約販売契約により営んでおり、新型車の発表、発売、モデルチェンジなどの投入サイクルは特定取引

先の主導となっております。また、商品である自動車は、「特定取引先」及び「特定取引先への商品の供給元」に

より生産・供給されております。従って、当社グループの業績は、「特定取引先」及び「特定取引先への商品・部

品等の供給元」の経営戦略、災害又は不正行為等によって発生する生産・供給状況の変動や、販売停止等による影

響を受ける可能性があります。

また、災害や「特定取引先」又は「特定取引先への商品・部品等の供給元」による不正行為、重大な過失等に

よって新車商品である自動車の一部が販売停止等になった場合には、中古車販売事業や自動車整備事業にもその影

響が及ぶ可能性があります。

 

(4) 自然災害等の発生に伴う事業中断について

地震、洪水等の大規模な自然災害発生や新型インフルエンザのパンデミック発生等によって、店舗設備及びサー

ビス設備の損壊又は人的被害により事業中断が発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

(5) 個人情報及び経営情報等について

当社グループでは、多数のお客さまの情報を取り扱っているほか、さまざまな経営情報等の内部情報を保有して

おります。これらの情報について万一重大な漏えいが発生した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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(6) 風評について

当社グループ、日産グループ又は自動車販売業界に対する風評が、マスコミ報道やインターネット掲示板への書

き込み等によって流布した場合は、その内容が正確であるか否かにかかわらず、企業イメージが下落し、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(7) 資金調達について

①　資金調達の金利は市場環境の変化等の要因で変動するため、将来の金利変動によっては当社グループの資金調

達コストが増加し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②　当社グループの業績、財政状況及び事業環境等の悪化や信用の低下によって、金融機関からの資金調達が困難

になったり資金調達条件が悪化した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(8) その他

上記のほか、システム障害、事務ミス、不正行為、法令違反、外部からの犯罪行為、訴訟に伴う賠償金の支払い

等が発生したことにより、①直接・間接のコストが発生する、②業務の運営に支障が生じる、③当局等から処分・

措置を受ける等の事象が発生した場合は、その状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって採用している重要な会計方針については、「第５　経理の状況　

１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の

とおりであります。

なお、将来に関する事項などは当連結会計年度末現在において判断したものであるため、不確実性を含んでお

り、実際の結果とは異なる可能性があります。

 

(2) 経営成績の分析

①　売上高

自動車関連事業において、軽自動車の「デイズ」「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の販売停止の影響やカナダ

子会社を事業譲渡したことなどにより新車販売台数は減少いたしましたが、昨年８月発売の新型セレナ・11月発

売の新型ノートの新型車効果により当該車種の販売台数が大きく伸張した結果、当連結会計年度の売上高は

149,525百万円（前連結会計年度比3,717百万円増、2.5％増）となりました。

②　営業利益

自動車関連事業におけるセレナ・ノートの新型車効果などにより売上総利益が増加したことに加え、販売費及

び一般管理費の削減により、当連結会計年度の営業利益は5,029百万円（前連結会計年度比809百万円増、19.2％

増）となりました。

③　経常利益

為替差益及び還付消費税等により営業外収益合計は235百万円、また、支払利息及び設備賃借費用は減少いたし

ましたが、貸倒引当金繰入額が増加したことなどにより営業外費用合計は789百万円となった結果、当連結会計年

度の経常利益は4,475百万円（前連結会計年度比873百万円増、24.3％増）となりました。

④　親会社株主に帰属する当期純利益

特別利益に固定資産売却益16百万円、投資有価証券売却益2百万円、受取補償金516百万円を計上し、特別損失

に固定資産除売却損191百万円、投資有価証券評価損3百万円、減損損失23百万円、たな卸資産評価損195百万円を

計上いたしました。これに加え、法人税等の税金費用を1,162百万円、法人税等調整額を△668百万円（利益）、

非支配株主に帰属する当期純利益を111百万円計上した結果、当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益

は3,990百万円（前連結会計年度比598百万円増、17.6％増）となりました。
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(3) 財政状態の分析

①　資産

当連結会計年度末における総資産は84,293百万円となり、前連結会計年度末に比べ8,904百万円増加しておりま

す。主な内容は、現金及び預金が3,845百万円、受取手形及び売掛金が2,539百万円、商品が1,811百万円、有形固

定資産が713百万円、投資有価証券が933百万円、退職給付に係る資産が794百万円増加し、その他流動資産が

1,998百万円減少しております。

②　負債

当連結会計年度末における負債は46,645百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,975百万円増加しておりま

す。主な内容は、買掛金が2,634百万円、長短借入金が916百万円、未払法人税等が255百万円、その他流動負債が

1,181百万円増加し、長短リース債務が609百万円、退職給付に係る負債が468百万円減少しております。

③　純資産

当連結会計年度末における純資産は37,648百万円となり、前連結会計年度末に比べ4,929百万円増加しておりま

す。主な内容は、剰余金の配当が466百万円ありましたが、親会社株主に帰属する当期純利益を3,990百万円計上

したことにより利益剰余金が3,524百万円、その他有価証券評価差額金及び退職給付に係る調整累計額が増加した

ことによりその他の包括利益累計額が1,302百万円増加しております。

 

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は9,175百万円（前連結会計年度比3,845百万円増、

72.2％増）となりました。

なお、キャッシュ・フローの状況については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2) キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、自動車関連事業を中心に設備投資を実施しております。なお、有形固定

資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

当連結会計年度の設備投資総額は2,444百万円であり、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりで

あります。

(1) 自動車関連事業

新車販売店舗の新設及び改修を中心に2,299百万円の設備投資を実施しております。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(2) 情報システム関連事業

サーバー機器及びネットワーク機器等に103百万円の設備投資を実施しております。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(3) その他

不動産賃貸事業用設備の改修等に22百万円の設備投資を実施しております。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

(4) 全社共通

提出会社のパソコン及びプリンター代替等に19百万円の設備投資を実施しております。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成29年３月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメン

トの名称
設備の内容

帳簿価額(単位:百万円)
従業員数

(人)建物及び

構 築 物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

西五反田ビル

(東京都品川区)
－ 本社機能

 
96

 

 
－

 

 
9

(175)

 
25

 

 
130

 

 
42

 

西五反田ビル

(東京都品川区)他
その他 不動産賃貸ビル等

 
545

 

 
2

 

 
1,326

(2,670)

 
16

 

 
1,890

 

 
2

 
 

(注) １．上記の金額には、消費税等を含んでおりません。

２．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略してお

ります。
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(2) 国内子会社

平成29年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメン

トの名称

設備の

内　容

帳簿価額(単位：百万円)
従業員数

(人)建物及び

構 築 物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

リース

資　産
その他 合計

日産プリン

ス東京販売

㈱

鮫洲店

(東京都

品川区)他

自 動 車

関連事業

自動車の

販売及び

修理

1,064

 

 
2,159

 
 

 
2,418

(6,964)

[107,844]

 
3,709

 
 

 
208

 
 

 
9,561

 
 

 
980

 
 

日産プリン

ス西東京販

売㈱

三鷹店

(東京都

三鷹市)他

自 動 車

関連事業

自動車の

販売及び

修理

 
859

 
 

 
1,531

 
 

 
210

(1,174)

[112,223]

 
2,555

 
 

 
178

 
 

 
5,336

 
 

 
745

 
 

東京日産自

動車販売㈱

目黒店

(東京都

品川区)他

自 動 車

関連事業

自動車の

販売及び

修理

 
2,944

 
 

 
1,266

 
 

 
8,021

(31,946)

[52,580]

 
66

 
 

 
140

 
 

 
12,439

 
 

 
721

 
 

エ ヌ テ ィ

オートサー

ビス㈱

朝霞事業所

(埼玉県

朝霞市)他

自 動 車

関連事業

自動車検

査工場及

び保管場

所

 
1,003

 
 

 
311

 
 

 
3,659

(36,921)

[41,326]

 
374

 
 

 
74

 
 

 
5,423

 
 

 
292

 
 

 

(注) １．上記の金額には、消費税等を含んでおりません。

２．帳簿価額には、建設仮勘定を含んでおります。

３．日産プリンス東京販売㈱の設備のうち、「建物及び構築物」1,002百万円、「機械装置及び運搬具」0百万

円、「土地」2,418百万円(面積 6,964㎡)、「リース資産」3,154百万円及び「その他」128百万円について

は提出会社から賃借しているものであります。

４．日産プリンス西東京販売㈱の設備のうち、「建物及び構築物」831百万円、「機械装置及び運搬具」11百万

円、「土地」210百万円(面積 1,174㎡)、「リース資産」2,109百万円及び「その他」97百万円については提

出会社から賃借しているものであります。

５．東京日産自動車販売㈱の設備のうち、「建物及び構築物」2,526百万円、「機械装置及び運搬具」4百万円、

「土地」8,021百万円(面積 31,946㎡)、「リース資産」66百万円及び「その他」117百万円については提出

会社から賃借しているものであります。

６．エヌティオートサービス㈱の設備のうち、「建物及び構築物」976百万円、「機械装置及び運搬具」16百万

円、「土地」3,659百万円(面積 36,921㎡)、「リース資産」374百万円及び「その他」60百万円については

提出会社から賃借しているものであります。

７．［　］の数字は、借用施設の面積を外数で示しております。

８．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略してお

ります。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループは、当期末時点における設備の新設・更新等の計画をセグメントごとに決定しており、コア事業で

ある自動車関連事業の数値を開示する方法によっております。

なお、当連結会計年度後１年間の設備投資計画は3,552百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

セグメントの名称 投資予定額（百万円） 設備の内容

自動車関連事業

2,414 店舗新設・移転・建替等

421 店舗施設エネルギー合理化投資等

90 システム投資等

627 経常的な改修等
 

(注) １．上記の金額には、消費税等を含んでおりません。

２．経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。

３．主要資金については、主として自己資金をもって充当する予定であります。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000
 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年６月20日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数100株

計 66,635,063 66,635,063 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資　本　金
増　減　額
(百万円)

資　本　金
残　　　高
(百万円)

資本準備金
増　減　額
(百万円)

資本準備金
残　　　高
(百万円)

平成24年６月22日(注) － 66,635,063 － 13,752 △2,093 241
 

(注)　会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであり

ます。
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(6) 【所有者別状況】

平成29年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団　　体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等 個　人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 24 22 163 76 16 14,918 15,219 －

所有株式数
(単元)

－ 205,885 6,401 314,338 41,943 16 97,647 666,230 12,063

所有株式数
の割合(％)

－ 30.90 0.96 47.18 6.29 0.00 14.65 100.00 －
 

(注) １．「個人その他」には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」により資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）名義となっている自己株式が334,000株含まれております。

２．上記を除く自己株式55,399株は、「個人その他」に553単元及び「単元未満株式の状況」欄に99株を含めて

記載しております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成29年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日産ネットワークホールディングス
株式会社

神奈川県横浜市西区高島１－１－１ 22,656 34.00

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１－26－１ 6,649 9.97

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 4,640 6.96

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３－９ 2,620 3.93

東洋ゴム工業株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀１－17－18 1,470 2.20

株式会社アルファ 神奈川県横浜市金沢区福浦１－６－８ 1,343 2.01

株式会社太洋商会 東京都千代田区鍛冶町１－10－４ 1,173 1.76

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－１１ 1,166 1.74

中央自動車工業株式会社 大阪府大阪市北区中之島４－２－３０ 1,129 1.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,107 1.66

計 － 43,953 65.96
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(8) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

3,340 －
　普通株式 389,300

完全議決権株式（その他） 　普通株式 66,233,700 662,337 －

単元未満株式 　普通株式 12,063 － －

発行済株式総数  66,635,063 － －

総株主の議決権 － 665,677 －
 

(注) １．「完全議決権株式（自己株式等）」の普通株式には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」により資産管理サービ

ス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）名義となっている自己株式が334,000株含まれております。

２．「単元未満株式」には、自己株式99株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

日産東京販売ホールディ
ングス株式会社

東京都品川区西五反田
４－32－１

55,300 334,000 389,300 0.58

計 － 55,300 334,000 389,300 0.58
 

　（注）他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行株式会社
（信託Ｅ口）

東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

 

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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(10) 【従業員株式所有制度の内容】

①　本制度の概要

当社は、平成26年２月６日開催の取締役会において、従業員に対して当社の株式を給付するインセンティブプ

ラン「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」（以下「本制度」といいます。）を導入することにつき決議いたしました。

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社従業員及びグループ会社従業

員（以下、「従業員」といいます。）に対し当社株式を給付する仕組みであります。

　当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、従業員が一定の条件により受給権を取得し

たときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託

設定した金銭により、将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

＜本制度の仕組み＞

　

（イ）当社は、本制度の導入に際し、株式給付規程を制定します。

（ロ）当社は、株式給付規程に基づき従業員に将来給付する株式を予め取得するために、みずほ信託銀行株式会

社（再信託先：資産管理サービス信託銀行株式会社）（以下、「信託銀行」といいます。）に金銭を信託

（他益信託）します。（本制度に関してみずほ信託銀行株式会社と締結する信託契約に基づいて設定される

信託を「本信託」といいます。）

（ハ）信託銀行は、信託された金銭により、当社株式を取得します。

（ニ）当社は、株式給付規程に基づいて、従業員に対しポイントを付与します。

（ホ）信託銀行は信託管理人からの指図に基づき、議決権を行使します。

（へ）従業員は、受給権取得後に信託銀行からポイントに相当する当社株式の給付を受けます。

②　本信託の概要

（イ）信託の種類　金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

（ロ）信託の目的　株式給付規程に基づき当社株式等の財産を受益者に給付すること

（ハ）委 託 者　当社

（ニ）受 託 者 みずほ信託銀行株式会社

                 みずほ信託銀行株式会社は資産管理サービス信託銀行株式会社と包括信託契約を締結し、

                 資産管理サービス信託銀行株式会社は再信託受託者となります。

（ホ）受 益 者 株式給付規程の定めにより財産給付を受ける権利が確定した者

（へ）信託契約日　平成26年２月19日

（ト）信託設定日　平成26年２月19日

（チ）信託の期間　平成26年２月19日から信託が終了するまで

　　　　　　　　　（終了期日は定められておらず、制度が継続する限り信託は継続します。）

（リ）制度開始日　平成26年４月１日

③　本信託設定日において当社が信託した金額

　132,740,293円
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 69,621 18,518,556

当期間における取得自己株式 － －
 

(注) １．当事業年度における取得自己株式には、株式給付信託（ＥＳＯＰ)が市場買付にて取得した69,600株（

18,513,600円）が含まれております。

２．当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

請求による株式は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
(株)

処分価額の総額
(円)

株式数
(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（株式給付信託（ＥＳＯＰ）か
ら当社従業員及び当社子会社従業員へ
の株式給付）

69,600 24,553,731 － －

保有自己株式数 389,399 － 389,399 －
 

(注) １．当事業年度及び当期間における保有自己株式数には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」により資産管理サービ

ス信託銀行㈱（信託Ｅ口）名義となっている自己株式が334,000株が含まれております。

２．当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取請求による株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆さまへの利益還元を行うことを経営の最重要課題のひとつと認識し、成長性を確保するための内

部留保にも考慮しながら、安定的な配当を行うことを基本方針としております。

また、当社の剰余金の配当は、現在、期末配当の年１回を基本的な方針としており、期末配当の決定機関は株主総

会であります。

この方針に基づき、当期の連結業績が増収増益となり予想値を上回ったこと及び配当性向等を勘案し、前期から１

円増配し、当期の期末配当を１株当たり８円としております。

当社は、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定款に定めてお

ります。

基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成29年６月20日
定時株主総会決議

532 ８
 

(注)　配当金の総額は、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」の導入において設定した資産管理サービス信託銀行㈱（信託

Ｅ口）名義の自己株式に対する配当金を含めて計算しております。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第101期 第102期 第103期 第104期 第105期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高(円) 426 521 366 410 414

最低(円) 181 272 250 252 203
 

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 平成28年11月 平成28年12月 平成29年１月 平成29年２月 平成29年３月

最高(円) 258 291 342 364 360 414

最低(円) 225 250 275 329 325 350
 

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

男性11名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所　有

株式数

(千株)

代表取締役

社長
－ 酒井　信也 昭和20年８月12日生

昭和44年４月 日産自動車㈱入社

(注)３ 113

平成５年７月 日産プリンス埼玉販売㈱専務取締役営業本部長

平成９年７月 日産自動車㈱第三営業部長(サニー販社担当)

平成11年１月 同営業企画部長

平成11年６月 ㈱日産サニー神奈川販売代表取締役社長

平成15年４月 横浜日産モーター㈱代表取締役社長

平成16年４月 神奈川日産自動車㈱代表取締役社長(横浜日産

モーターと神奈川日産との合併)

平成19年６月 東海日産自動車㈱代表取締役社長

平成22年４月 中央日産㈱代表取締役社長

平成23年４月 当社代表取締役社長(現任)

同社長執行役員(現任）

常務取締役 － 外川　孝彦 昭和31年７月８日生

昭和55年４月 日産自動車㈱入社

(注)３ 15

平成19年４月 同生産人事部部長

平成23年４月 中央日産㈱執行役員

平成24年４月 同常務執行役員

平成25年４月 当社常務執行役員（現任）

平成26年６月 同常務取締役（現任）

取締役 － 石田　寛之 昭和34年４月21日

昭和57年４月 安田火災海上保険㈱入社

(注)３ 2

平成14年７月 合併により社名を㈱損害保険ジャパンに変更

平成19年４月 同九州中央支店長

平成20年４月 同久留米支店長兼佐賀支店長

平成22年４月 同首都圏業務部担当部長

平成23年４月 同埼玉・千葉業務部長

平成24年４月 ㈱ジャパン保険サービス常務執行役員

平成26年４月 損保ジャパン日本興亜保険サービス㈱

常務執行役員（合併による社名変更）

平成28年４月 当社執行役員（現任）

平成28年６月 同取締役（現任）

取締役 － 米澤　領一 昭和36年２月６日生

昭和59年４月 東京日産自動車販売㈱入社

(注)３ 3

平成16年４月 ㈱東日カーライフマネジメント入社

平成18年４月 ㈱東日カーライフグループ入社

平成23年４月 日産東京販売ホールディングス㈱（社名変更）

平成24年４月 同経理部長（現任）

平成27年４月 同執行役員（現任）

平成29年６月 同取締役（現任）

取締役 － 竹林　彰 昭和34年10月８日生

昭和57年４月 日産自動車㈱入社

(注)３ －

平成15年４月 ㈱日産サティオ島根代表取締役社長

平成18年４月 日産自動車㈱マーケティング本部

 エリアマーケティング部部長

平成19年４月 同営業支援部部長

平成22年４月 同国内Ｍ＆Ｓ業務部部長

平成23年４月 同国内Ｍ＆Ｓ業務部部長兼日産セールスウェイ

推進部部長

平成24年４月 中央日産㈱代表取締役社長

平成28年４月 日産自動車㈱営業本部副本部長（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）

取締役 － 細田　次郎 昭和25年10月21日生

昭和48年４月 日比谷総合設備㈱入社

(注)３ 5

昭和53年８月 同退社

昭和53年９月 フジクス㈱入社

平成10年６月 同常務取締役

平成22年６月 同代表取締役社長（現任）

平成26年６月 当社社外取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所　有

株式数

(千株)

取締役 － 遠藤　健 昭和29年３月３日生

昭和51年４月 安田火災海上保険㈱入社

(注)３ 2

平成14年７月 合併により社名を㈱損害保険ジャパンに変更

平成16年４月 同執行役員長野支店長

平成18年４月 同執行役員自動車営業企画部長

平成19年４月 同常務執行役員自動車営業企画部長

平成21年４月 同常務執行役員東京本部長

平成22年６月 同専務執行役員東京本部長

平成23年３月 同退任

平成23年４月 ㈱ジャパン保険サービス顧問

平成23年６月 ㈱ジャパン保険サービス代表取締役社長

みずほ信託銀行㈱社外監査役

平成26年９月 損保ジャパン日本興亜保険サービス㈱

代表取締役社長（合併による社名変更）

平成27年４月 同代表取締役会長

平成27年６月 当社社外取締役（現任）

 安田倉庫㈱社外監査役

平成27年11月 損保ジャパン日本興亜ホールディングス㈱

顧問

平成27年12月 ＳＯＭＰＯケアネクスト㈱代表取締役社長（現

任）

平成29年４月 ＳＯＭＰＯケアメッセージ㈱執行役員（現任）

常勤監査役 － 伏見　洋之 昭和30年９月７日生

昭和53年４月 東京海上火災保険㈱入社

(注)４ 0

平成15年７月 同人事企画部部長（企画統括）

平成16年10月 合併により社名を東京海上日動火災保険㈱に変

更、同新潟支店長

平成19年６月 東京海上日動あんしん生命保険㈱

取締役ライフパートナー営業部長

平成20年６月 同常務取締役ライフパートナー営業部長

平成21年７月 同常務取締役

平成22年６月 東京海上日動火災保険㈱常務執行役員

平成24年６月 日本地震再保険㈱常務取締役

平成28年６月 能美防災㈱取締役（現任）

 当社社外監査役（常勤監査役）(現任)

監査役 － 近藤　勝彦 昭和40年６月24日生

平成11年４月 弁護士登録(第二東京弁護士会)

渡部喬一法律事務所入所 (注)４ －

平成18年６月 当社社外監査役(現任)

監査役 － 川口　正明 昭和21年１月12日生

昭和44年４月 日産自動車㈱入社

(注)４ 3

平成４年６月 ㈱ツーカーセルラー東京取締役総務部長

平成９年10月 日産デジタルプロセス㈱常務取締役

平成12年９月 デジタルプロセス㈱常務取締役

平成20年６月 同顧問

平成27年６月 当社社外監査役（現任）

監査役 － 早坂　正勝 昭和29年２月16日生

昭和53年４月 日産自動車㈱入社

(注)４ 14

平成16年３月 日産プリンス西東京販売㈱取締役

平成19年１月 東京日産自動車販売㈱経理部長

平成19年４月 同取締役

平成19年10月 ㈱東日カーライフマネジメント取締役

当社財務部長

平成20年６月 同取締役

平成23年４月 同執行役員経理部長

平成26年４月 同常務執行役員

平成26年６月 同常務取締役

平成27年６月 同シニアアドバイザー

平成28年６月 同監査役（現任）

計 159
 

 

(注) １．取締役　細田次郎、遠藤 健は、社外取締役であります。

２．監査役　伏見洋之、近藤勝彦、川口正明は、社外監査役であります。

３．平成29年６月20日開催の定時株主総会終結の時から１年間

４．平成28年６月23日開催の定時株主総会終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

（企業統治の体制の全体像及びその採用理由）

当社は、業務執行の決定と監督を行う取締役会から独立した監査役及び監査役会が監査を行うことにより、牽

制機能の実効性を確保することを目的として、監査役及び監査役会設置会社としております。

取締役は独立社外取締役２名を含む７名で構成し、業務を執行する取締役、業務を執行しない取締役ともに、

専門分野や経験分野が偏らないよう、多様性をもって構成しております。その候補者については候補者の知見や

人物像のみならず、全体のバランスについても勘案したうえで、取締役会で指名しております。

また、取締役会の下、迅速な意思決定及び権限・責任の明確化を図ることを目的として執行役員制度（執行役

員は取締役兼務者４名を含む８名）を採用しており、会社全体の業務執行の円滑化を図ることを目的として、執

行役員等で構成する経営会議を設置しております。

さらに、グループ方針の確認・意思統一及びグループの事業活動に関する情報交換を目的として、当社の代表

取締役を含む常勤の取締役、執行役員、常勤監査役及び事業会社代表者をメンバーとした代表者会議を原則毎月

開催するとともに、会社業務遂行上必要な社長の諮問事項に関して調査・審議もしくは立案・答申することを目

的とする各種委員会を設置しております。

監査体制としては、監査役（独立社外監査役３名を含む４名）、監査役会、会計監査人及び内部監査室を設置

し、これらが相互に連携することによって実効的な監査を行っております。

これらの体制を図示すると以下のとおりになります。

　

　

（取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うにあたっての方針と手続）

当社では、長期にわたる安定した企業の成長と企業価値向上に取り組んでおります。当社の取締役・監査役に

は、これらを担え、実行できる高い知識・経験・能力を有していることを求めております。

指名にあたっては、原則として、社長が提案を行い、取締役会に諮り審議・精査を行い、性別・国籍等の個人

属性を問わず、経営に関する多様な視点、職務遂行に必要とされる知識・経験・能力を有した適切な人物を指名

しております。

決定においては、より高い透明性や客観性を持たせるために社外取締役を含めた指名・報酬委員会を設置して

おります。

また、当社では、定時株主総会参考書類において、取締役候補者・監査役候補者の全員について選任理由を開

示しております。
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経営幹部・取締役候補及び監査役候補の指名・選任基準は以下のとおりであります。

(イ) 経営幹部・取締役候補

（a）高い人格と見識及び豊富な経験を有し、経営能力に優れていること

（b）経営に関して迅速且つ的確な意思決定ができること

（c）遵法精神に富み、法令及び企業倫理の遵守に徹せられること

（d）職務遂行上、健康面で支障がないこと

（e）経営判断に影響を及ぼす恐れのある利害関係、取引関係がないこと

(ロ) 監査役候補

（a）法令・行政・財務・会計等に関する高い専門的知識・豊富な経験を有していること

（b）洞察力に優れ、企業経営に関する多様な視点を持ちえていること

（c）当社事業全般に関する理解を有していること

（d）職務遂行上、健康面で支障がないこと

（e）監査に影響を及ぼす恐れのある利害関係、取引関係がないこと

 
（内部統制システムの整備状況）

当社は、グループ全体の業務の適正性を確保し、企業統治の強化を図るため、次の基本方針を取締役会で決議

し、内部統制システムを構築しております。

 

内部統制システムに関する基本方針

 

1)　当社の取締役等および使用人ならびに子会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制

ａ．当社グループの企業理念に基づいて制定された「日産東京販売ホールディングス企業倫理規程」の実践を

通して、グループ全体のコンプライアンス体制を構築する。

ｂ．内部監査部門として執行部門から独立した「内部監査室」を設置し、当社および子会社の各部・各拠点に

対する定期監査および臨時監査を実施する。当該監査結果は全て、代表取締役を含む常勤の取締役および監

査役等をメンバーとする内部監査報告会（原則毎月開催）に報告するとともに定期的に取締役会に報告す

る。

ｃ．内部統制システムの構築において重要視されるコンプライアンスの推進に当たって、その中核をなす機関

として「コンプライアンス・賞罰委員会」を設置する。コンプライアンス・賞罰委員会は、当社グループに

おけるコンプライアンス事案の分析および賞罰案・再発防止策等の検討を行うとともに、当社グループ社員

が遵守すべきコンプライアンスの根幹となる倫理規程、行動指針に則り、グループ全体への啓蒙教育、水

平・垂直展開を推進することでコンプライアンスの浸透、定着を図る。

ｄ．グループ社員からの内部通報・提案窓口として、当社内に「ＮＴＨイージーボイス」を、外部の第三者機

関に「ＮＴＨコンプライアンスホットライン」を、それぞれ設置する。

ｅ．反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

　　当社グループは、「日産東京販売ホールディングス企業倫理規程」において、行動規範、行動基準を示

し、反社会的勢力に対しての利益供与はせず、不当な要求を受けた場合、毅然として対応し、一切関係を持

たないことを掲げている。また、反社会的勢力との関係を遮断するため、当社の主管部署では外部専門機関

と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集に努めている。

ｆ．「開示委員会」を設置し、逐次開催し審議を行うことにより当社および子会社の会社情報を適時・適切に

開示する体制を確立する。

 

2)　当社の取締役等の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社の取締役等の職務執行に係る情報については、その保存媒体に応じて、適切に保存・管理することと

し、必要に応じて閲覧が可能な状態を維持する。
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3)　当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクの種別ごとに所管部署を定め、適切なリスク管理を行い、経営に重大な影響を与える可能性があるリ

スクについては取締役会に報告し、必要な事項を決議する。不測の事態が発生した場合には、「グループ危機

管理規程」に基づき、当社および子会社にそれぞれ代表取締役を本部長とする対策本部を設置し、必要に応じ

て外部アドバイザリーチームを組織し、損害の拡大を最小限に止める体制を整える。

 

4)　当社の取締役等および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．当社および主要な子会社は、取締役会の下、迅速な意思決定および権限・責任の明確化を図ることを目的

として執行役員制度を有する。

ｂ．当社および子会社は、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとす

る。当社グループの経営方針および経営戦略に係る重要事項については事前に当社の執行役員等による経営

会議によって審議し、その審議を経て取締役会において決議を行うものとする。

ｃ．当社および子会社の取締役会の決議に基づく業務執行については、各社の「業務分掌規程」および「グ

ループ稟議規程」において、責任、執行手続きを明確にし、その実行を確実なものとする。

ｄ．当社グループは、「グループ稟議規程」を定め、業務執行に係る決裁権限および子会社から当社への承

認・報告事項ならびにその手続きを明確にし、その実行を確実なものとする。

ｅ．当社グループは、事業年度ごとの事業計画を定め、各事業会社の達成すべき目標を明確にするとともに、

取締役等は目標達成に向け責任をもって職務を執行する。

 

5)　子会社の取締役等の職務の執行に関する事項の当社への報告に関する体制

ａ．当社グループは、原則毎月、当社の常勤の取締役および監査役等と子会社代表者による代表者会議を行

い、各子会社における業務執行状況等の報告を行う。

ｂ．当社グループの「グループ稟議規程」に定められた事項について、子会社から当社への承認申請・報告を

行う。

 

6)　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社の監査役の情報収集、資料整備等を補助するため、監査役室を設置し、監査役補助者を任命することに

より、監査業務の効率化を図る。

 

7)　当社の監査役の職務を補助する使用人の取締役等からの独立性に関する事項

ａ．監査役補助者の評価は監査役が行い、監査役補助者の任命、解任、人事異動、賃金等の改定については、

監査役の同意を得た上で決定することとし、取締役等からの独立を確保する。

ｂ．監査役補助者は業務の執行に係る役職を兼務しない。

 

8)　当社の監査役の監査役補助者に対する指示の実効性の確保に関する体制

監査役補助者の監査役の職務の補助にあたっては、取締役等または組織の上長等の指揮命令は受けないこと

とする。

 

9)　当社の取締役等および使用人が当社の監査役に報告するための体制、ならびに子会社の取締役等、監査役お

よび使用人（またはこれらの者から報告を受けた者）が当社の監査役に報告するための体制その他当社の監査

役への報告に関する体制

ａ．当社の取締役等および使用人は、当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項について、当

社の監査役に適宜報告する。

ｂ．子会社の取締役等および使用人は、当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項について、

当該子会社の監査役に適宜報告する。この報告を受けた当該子会社の監査役は、当社の監査役にこれを適宜

報告する。

ｃ．当社の監査役はいつでも必要に応じて、当社の取締役等および使用人ならびに子会社の取締役等および使

用人に対して報告を求めることができることとする。
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10)　当社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた

めの体制

当社の取締役等および使用人ならびに子会社の取締役等および使用人が、自らまたは当社の監査役からの求

めに応じて当社の監査役に当社グループの業務または業績に影響を与える重要な事項について報告を行ったこ

とにより不利益な取り扱いを受けることはない。ただし、故意または重過失によって事実に反する報告を行っ

た場合はこの限りではない。

　

11)　当社の監査役の監査費用に係る体制

当社の監査役が当社に対して監査の実施に係る費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監査役の職務

の執行に必要でないと認められる場合を除き、これを拒むことができない。

　

12)　その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．代表取締役と定期的な意見交換を実施し、また内部監査部門との連携を図り、効果的な監査業務の遂行を

図る。

ｂ．当社の監査役と子会社の監査役の定期的な意見交換を実施し、当社グループの監査業務の実効性を確保す

る。

ｃ．監査役からの要請がある場合は、関連各部署は必要な協力を行う。

　

13)　財務報告の信頼性を確保するための体制

金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制に関する体制を構築するために、「経理規程」等の社内規

程を整備するとともに、「財務報告に係る内部統制の整備および運用に係る基本方針」を策定し、この方針に

基づき内部統制の構築、評価および報告に関し適切な運営を図ることとする。

　

14)　ＩＴ全般統制

当社は、グループ全体の組織として、「情報セキュリティ委員会」を設置し、「ＩＴ全般統制ガイドライ

ン」及びＩＴ関連規程を遵守するための具体的方策の検討、実施計画、モニタリングおよび評価等を行う。

　

※取締役等とは、取締役および執行役員をいう。

　

（リスク管理体制の整備状況）

リスク管理体制の整備状況につきましては、上記「内部統制システムに関する基本方針」の「3) 当社および

子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制」に記載のとおりであります。

　

②　内部監査及び監査役監査

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、内部監査室６名、監査役４名、監査役室１名であります。

内部監査室は、当社及び各事業会社に対して定期的に監査を実施しており、その結果を当社の代表取締役を含

む常勤の取締役、執行役員及び常勤監査役を構成員とする内部監査報告会にて毎月報告し、３ヶ月ごとに取締役

会に報告しております。さらに、内部監査結果は、常勤監査役から監査役会にも報告されております。また、グ

ループの主力事業である自動車（新車・中古車）販売会社３社の月次取締役会にて、当社の内部監査室が各社の

店舗監査結果を報告しております。

また、当社監査役は、監査役会で策定した監査役監査基準に基づき監査実務にあたっており、原則として毎月

監査役会を開催し各監査役相互の意思疎通を図っております。効率的な監査の実施のため、会計監査人と定期的

に会合を持つなど、緊密な連携を保ち、積極的に意見及び情報の交換を行っております。当社監査役は、会計監

査人から監査計画の概要を受領し、財務報告に係る内部統制に関するリスク評価等について報告を受けるほか、

監査重点項目等について説明を受け、意見交換を行っております。更に、必要に応じて会計監査人の往査及び監

査講評に立ち会うほか、会計監査人に対し監査の実施経過について適宜報告を求めております。

なお、社外監査役川口正明氏及び監査役早坂正勝氏は、長年に亘り経理部門、管理部門に所属し、当該部門を

担当する役員としても豊富な経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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③　社外取締役及び社外監査役

当社は、経営体制強化の観点から、取締役７名のうち２名（細田次郎氏及び遠藤健氏）を社外取締役として選

任し、意思決定及び業務執行の監督の客観性・透明性を確保できる体制としております。取締役細田次郎氏は、

フジクス株式会社の経営者としての豊富な経験と幅広い識見を有しております。同氏はフジクス株式会社の代表

取締役社長でありますが、同社と当社との間において、人的関係、資本的関係、取引関係又はその他の利害関係

はありません。取締役遠藤健氏は、損保ジャパン日本興亜株式会社及びその関係会社等における経営者としての

豊富な経験と幅広い識見及び自動車業界への深い造詣を有しております。同氏は、損害保険ジャパン日本興亜株

式会社の出身であり、同社は当社の株式を9.97％保有しており、同社と当社子会社との間において、損害保険代

理店委託契約及び損害保険契約がありますが、その他の利害関係はありません。また、同氏は過去において他の

会社の役員であったことがあり、現在において他の会社の役員を兼任しておりますが、当該他の会社と当社との

間において、人的関係、資本的関係、取引関係又はその他の利害関係はありません。

当社は、経営監査機能強化の観点から、監査役４名のうち３名（伏見洋之氏、近藤勝彦氏及び川口正明氏）を

社外監査役として選任し、取締役の業務執行の状況を客観的な立場から監査が行える体制としております。監査

役伏見洋之氏は、東京海上日動火災保険株式会社、その関係会社及び日本地震再保険株式会社における経営者と

しての豊富な経験と幅広い識見を有しております。同氏は、東京海上日動火災保険株式会社の出身であり、同社

は当社の株式を6.96％保有しており、同社と当社子会社との間において、損害保険代理店委託契約及び損害保険

契約がありますが、その他の利害関係はありません。また、同氏は過去において他の会社の役員であったことが

あり、現在において他の会社の役員を兼任しておりますが、当該他の会社と当社との間において、人的関係、資

本的関係、取引関係又はその他の利害関係はありません。監査役近藤勝彦氏は弁護士であり、企業法務をはじめ

とする豊富な経験を踏まえた法令についての高度な能力・識見を有しております。同氏の所属する弁護士事務所

と当社との間において、顧問契約がありますが、人的関係、資本的関係又はその他の利害関係はありません。監

査役川口正明氏は、日産自動車株式会社及びデジタルプロセス株式会社等において、長年に亘り経理部門、管理

部門に携わり、担当役員に就任する等豊富な経験があるとともに、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し

ております。同氏は平成９年10月まで日産自動車株式会社の業務執行者でありました。同社の子会社である日産

ネットワークホールディングス株式会社は当社の株式を34.0％保有しており、当社主要子会社は同社と特約店契

約を締結し、主力商品を同社から仕入れております。

社外取締役及び社外監査役の当社株式の所有状況については「５　役員の状況」に記載のとおりであり、いず

れも、重要な資本的関係はなく、また、社外取締役及び社外監査役と当社との間において、その他の利害関係は

ありません。

当社は、会社法及び東京証券取引所が定める基準をもとに、取締役会で審議検討することで、取締役会に貢献

が期待できる独立社外取締役の候補者を選定しております。なお、主要株主である日産自動車株式会社及びその

子会社の業務執行者及び過去10年以内に業務執行者であった者については独立役員とはしておりません。

社外取締役は、企業経営等に専門的な知見を有しており、豊富な経験、知識等を活用し、意思決定における客

観性・透明性を確保しながら業務執行の監督を行うための機能を有し、健全な企業統治実行のための役割を担っ

ております。

社外取締役の監督機能を発揮させるため、年２回、社外取締役と監査役会の意見交換会を開催しております。

社外監査役は、法令、企業経営等に専門的な知見を有しており、豊富な経験、知識等を活用し、客観性かつ中

立性を確保しながら経営監視を行うための機能を有し、健全な企業統治実行のための役割を担っております。

社外監査役を含む監査役会は、代表取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監査の環境

整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、併せて必要と判断される要請を行うなど、代表取締役

との相互認識を深めるよう努めております。

年２回開催されるグループ監査役連絡会では、社外監査役を含む監査役会と当社グループ内事業会社の監査

役、内部監査室、会計監査人との間で情報交換を行い、グループ経営の健全化のため、監視を行っております。

また、会計監査人からは、定期的に監査報告を受けるなど連携を図っております。なお、毎月開催される内部監

査室による内部監査結果報告会に常勤監査役が出席し、内容については適宜監査役会において他の監査役へ報告

をしております。
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④　役員の報酬等

1)　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる

役員の員数(人)基本報酬 賞与

取締役
（社外取締役を除く。）

66 66 － 4

監査役
(社外監査役を除く。)

1 1 － 1

社外役員 23 23 － 5
 

 

2)　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

3)　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

 

4)　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

(イ) 報酬等の決定に関する基本方針

（a）企業価値向上に貢献できる優秀な経営陣を確保できうる報酬体系とする。

（b）ステークホルダーに対し、説明責任を果たしうる公正性・合理性のある報酬内容とする。

（c）経営の監督を担う取締役は、十分な経営監督を行うのにふさわしい報酬内容とする。

（d）業務執行を担う執行役員は、業務執行に対し、強い意欲を持つことが出来、成果・貢献度を反映した報

酬内容とする。

(ロ) 報酬体系決定のプロセス

報酬体系については、経営会議に提案し議論した後、指名・報酬委員会の審議を経て、取締役会にて決定

しております。

(ハ) 報酬の体系

報酬は、当社の経営状況も勘案し役位ごとの職責に基づき能力を評価し支給する「基本報酬」(固定報酬）

と売上・利益等の目標に対する達成度合いに応じて支給する「成果・業績連動報酬」（変動報酬）にて決定

しております。

また、取締役（執行役員兼務者を含む。）および監査役の報酬総額は、それぞれ株主総会において決議さ

れた範囲内で決定しております。

なお、役員退職慰労金制度につきましては、2004年６月をもって廃止しております。

（a）取締役の報酬体系

業務執行を行わない経営監督を担う取締役は、「基本報酬」のみの支給としております。

経営監督機能を十分に果たせる内容とするため、固定額としております。

（b）執行役員の報酬体系

執行役員の報酬は、業務執行に対し、意欲的に業務執行が出来、高い成果や貢献度に繋げられる報酬内

容とするため、「基本報酬」に「成果・業績連動報酬」を組み込んでおります。

また、「成果・業績連動報酬」については、会社業績目標及び個人別業績目標の達成度合いに応じて決

定し（コミット＆ターゲット）、その一部は、中長期的な企業価値向上及び株式価値との連動を図るべ

く、株価と連動させて支給し、役員持株会に加入することになっております。役員持株会の加入口数につ

いては強制力のないガイドラインを設けております。

（注）取締役と執行役員の兼務者は、執行役員の報酬体系を適用しております。

（c）監査役の報酬体系

監査役は、「基本報酬」のみの支給としております。

監査機能を十分に果たせる内容とするため、常勤・非常勤を勘案した固定額としております。
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⑤　株式の保有状況

投資目的以外の目的で保有する当社の株式は、業務上の協力関係の強化・維持及び株式の安定に資するか等、

保有目的の合理性を満たす範囲で保有しております。

保有株式の議決権行使については、議案が当社の保有目的に適合しているか否か、発行会社の財務健全性維持

や企業価値向上に資するか等を勘案し行使しております。

 
当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額が最も大きい会社（最大保有会社）である当社につ

いて、以下のとおりであります。

1)　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 16銘柄

貸借対照表計上額の合計額 4,064百万円
 

 

2)　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的
　

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数

(株)

貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

中央自動車工業㈱ 1,060,000 921 事業取引関係強化

東洋ゴム工業㈱ 441,000 770 事業取引関係強化

㈱アルファ 379,000 424 安定株主対策

㈱丹青社 362,700 292 事業取引関係強化

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス 361,000 211 安定株主対策

グローブライド㈱ 41,000 57 安定株主対策

リケンテクノス㈱ 130,000 51 安定株主対策

㈱インフォメーションクリエーティブ 50,000 40 安定株主対策

東京建物㈱ 17,500 24 安定株主対策
 

(注)　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄を含む全16銘柄のうち、上場銘柄を記載しております。

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数

(株)

貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

中央自動車工業㈱ 1,060,000 1,297 事業取引関係強化

東洋ゴム工業㈱ 441,000 863 事業取引関係強化

㈱アルファ 379,000 701 安定株主対策

㈱丹青社 362,700 329 事業取引関係強化

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス 361,000 311 安定株主対策

グローブライド㈱ 41,000 76 安定株主対策

リケンテクノス㈱ 130,000 70 安定株主対策

㈱インフォメーションクリエーティブ 50,000 47 安定株主対策

東京建物㈱ 17,500 26 安定株主対策
 

(注)　貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下の銘柄を含む全16銘柄のうち、上場銘柄を記載しております。

 

3)　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑥　会計監査の状況

当社の監査業務は明治アーク監査法人に依頼しており、業務執行社員は、吉村淳一氏、冨岡慶一郎氏、三島徳

朗氏であります。また、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士10名、その他11名であります。

 

⑦　責任限定契約の内容の概要

当社は、業務執行取締役等でない取締役及び監査役の全員、すなわち、取締役竹林彰氏、同細田次郎氏、同遠

藤健氏、監査役伏見洋之氏、同近藤勝彦氏、同川口正明氏及び同早坂正勝氏との間で、それぞれ、会社法第427条

第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任に関し、法令が規定する額を限度とする旨の責任限

定契約を締結しております。また、当社は、定款において会社法第427条第１項の規定により、会計監査人との間

に、任務を怠ったことによる損害賠償責任に関し、法令が規定する額を限度とする旨の契約を締結することがで

きる旨定めておりますが、提出日現在において契約を締結しておりません。

 

⑧　自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨定款に定めております。

 

⑨　取締役の定数

当会社に取締役18名以内を置く旨定款に定めております。

 

⑩　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定款に定めております。

 

⑪　取締役及び監査役

当社は、職務の遂行にあたり、期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規

定により、任務を怠ったことによる取締役及び監査役（取締役及び監査役であったものを含む。）の損害賠償責

任を、法令の限度内において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

 

⑫　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。

 

⑬　中間配当について

当社は、株主の皆様への利益還元を機動的に行うことができるようにするため、会社法第454条第５項の規定に

より、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

監査証明業務に

基づく報酬(百万円)

非監査業務に

基づく報酬(百万円)

提出会社 43 － 43 －

連結子会社 16 － 16 －

合計 59 － 59 －
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査日数、提出会社の規模・業務の特性

等の要素を勘案したうえで、代表取締役が監査役会の同意を得て決定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。）に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表について、明

治アーク監査法人により監査を受けております。

なお、当社が監査証明を受けているアーク監査法人は、平成28年１月４日付で明治監査法人と合併し、同日付で

名称を明治アーク監査法人に変更しております。

　

当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の名称

①　存続する監査公認会計士等の概要

名　称 明治アーク監査法人

所在地

(主たる事務所)

東京都中央区日本橋二丁目１番21号

(従たる事務所)

東京都新宿区西新宿一丁目23番３号
 

②　消滅する監査公認会計士等の概要

名　称 アーク監査法人

所在地 東京都新宿区西新宿一丁目23番３号
 

(2) 異動の年月日

平成28年１月４日

(3) 消滅する監査公認会計士等の直近における就任年月日

平成19年６月27日

(4) 消滅する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等又は内部統制監査報告書における意見等に関す

る事項

該当事項はありません。

(5) 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であるアーク監査法人（消滅監査法人）は、平成28年１月４日付で、明治監査法人（存続監査

法人）と合併し、同日付けで名称を明治アーク監査法人と改めました。

これに伴いまして、当社の監査証明を行う公認会計士等は、明治アーク監査法人となります。

(6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等又は内部統制監査報告書の記載事項に係る消滅する監査公認会計士

等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、会計基準等の内容を適切に把握し、連

結財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、同法人等の開催

する各種セミナーへの参加及び会計専門書の定期購読を行っております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,330 9,175

  受取手形及び売掛金 6,476 9,016

  商品 8,729 10,540

  仕掛品 212 348

  貯蔵品 55 62

  繰延税金資産 1,319 1,534

  その他 5,731 3,732

  貸倒引当金 △3 △5

  流動資産合計 27,852 34,406

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） ※１,※２  6,580 ※１,※２  7,088

   機械装置及び運搬具（純額） ※２  5,026 ※２  5,348

   土地 ※１  16,742 ※１  17,181

   リース資産（純額） ※２  7,338 ※２  6,737

   建設仮勘定 174 33

   その他（純額） ※２  632 ※２  819

   有形固定資産合計 36,494 37,207

  無形固定資産   

   のれん 1,354 1,264

   その他 157 226

   無形固定資産合計 1,511 1,491

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※３  3,297 ※３  4,230

   繰延税金資産 2,783 2,657

   退職給付に係る資産 2,300 3,095

   その他 1,505 1,759

   貸倒引当金 △356 △554

   投資その他の資産合計 9,529 11,188

  固定資産合計 47,536 49,887

 資産合計 75,388 84,293
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 14,542 17,176

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  336 ※１  740

  リース債務 551 472

  未払法人税等 431 687

  賞与引当金 1,342 1,367

  資産除去債務 160 160

  その他 5,355 6,537

  流動負債合計 22,720 27,141

 固定負債   

  長期借入金 ※１  244 ※１  756

  リース債務 6,794 6,264

  繰延税金負債 125 178

  退職給付に係る負債 12,294 11,826

  資産除去債務 302 303

  長期預り金 145 158

  その他 44 15

  固定負債合計 19,949 19,504

 負債合計 42,670 46,645

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,752 13,752

  資本剰余金 256 256

  利益剰余金 17,137 20,661

  自己株式 △131 △125

  株主資本合計 31,013 34,544

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,162 1,810

  退職給付に係る調整累計額 △497 156

  その他の包括利益累計額合計 664 1,967

 非支配株主持分 1,040 1,136

 純資産合計 32,718 37,648

負債純資産合計 75,388 84,293
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 145,807 149,525

売上原価 111,120 114,397

売上総利益 34,686 35,127

販売費及び一般管理費 ※１  30,467 ※１  30,098

営業利益 4,219 5,029

営業外収益   

 受取利息 2 1

 受取配当金 81 96

 為替差益 － ※２  47

 還付消費税等 － ※３  53

 受取手数料 12 12

 雑収入 55 24

 営業外収益合計 151 235

営業外費用   

 支払利息 173 147

 支払手数料 250 251

 貸倒引当金繰入額 132 197

 設備賃借費用 104 89

 雑損失 108 103

 営業外費用合計 769 789

経常利益 3,602 4,475

特別利益   

 固定資産売却益 ※４  62 ※４  16

 投資有価証券売却益 99 2

 受取補償金 － ※５  516

 関係会社整理益 ※６  866 －

 特別利益合計 1,028 534

特別損失   

 固定資産除売却損 ※７  93 ※７  191

 投資有価証券評価損 － 3

 減損損失 － ※８  23

 たな卸資産評価損 － ※９  195

 特別損失合計 93 414

税金等調整前当期純利益 4,537 4,595

法人税、住民税及び事業税 890 1,162

法人税等調整額 195 △668

法人税等合計 1,085 493

当期純利益 3,451 4,102

非支配株主に帰属する当期純利益 59 111

親会社株主に帰属する当期純利益 3,392 3,990
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当期純利益 3,451 4,102

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △261 650

 為替換算調整勘定 △178 －

 退職給付に係る調整額 △2,547 654

 その他の包括利益合計 ※１  △2,987 ※１  1,305

包括利益 464 5,407

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 408 5,293

 非支配株主に係る包括利益 55 114
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,752 256 14,010 △101 27,917

当期変動額      

剰余金の配当   △266  △266

親会社株主に帰属する

当期純利益
  3,392  3,392

自己株式の取得    △56 △56

自己株式の処分    26 26

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
 0   0

連結範囲の変動に伴う

為替換算調整勘定の増減
    －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － 0 3,126 △29 3,096

当期末残高 13,752 256 17,137 △131 31,013
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,420 178 2,049 3,648 1,000 32,566

当期変動額       

剰余金の配当      △266

親会社株主に帰属する

当期純利益
     3,392

自己株式の取得      △56

自己株式の処分      26

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
    △0 －

連結範囲の変動に伴う

為替換算調整勘定の増減
 △178  △178  △178

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△257 － △2,547 △2,805 40 △2,764

当期変動額合計 △257 △178 △2,547 △2,984 40 152

当期末残高 1,162 － △497 664 1,040 32,718
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 当連結会計年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,752 256 17,137 △131 31,013

当期変動額      

剰余金の配当   △466  △466

親会社株主に帰属する

当期純利益
  3,990  3,990

自己株式の取得    △18 △18

自己株式の処分    24 24

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
 △0   △0

連結範囲の変動に伴う

為替換算調整勘定の増減
    －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － △0 3,524 6 3,530

当期末残高 13,752 256 20,661 △125 34,544
 

 

 

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,162 － △497 664 1,040 32,718

当期変動額       

剰余金の配当      △466

親会社株主に帰属する

当期純利益
     3,990

自己株式の取得      △18

自己株式の処分      24

非支配株主との取引に

係る親会社の持分変動
    0 －

連結範囲の変動に伴う

為替換算調整勘定の増減
     －

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
647 － 654 1,302 96 1,398

当期変動額合計 647 － 654 1,302 96 4,929

当期末残高 1,810 － 156 1,967 1,136 37,648
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 4,537 4,595

 減価償却費 3,192 3,298

 のれん償却額 90 90

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 131 199

 賞与引当金の増減額（△は減少） 40 25

 退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） △489 △261

 受取利息及び受取配当金 △84 △98

 支払利息 173 147

 為替差損益（△は益） － △47

 固定資産除売却損益（△は益） 30 174

 投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △99 1

 関係会社整理損益（△は益） △866 －

 受取補償金 － △516

 減損損失 － 23

 売上債権の増減額（△は増加） 384 △2,540

 たな卸資産の増減額（△は増加） 4,281 3,462

 仕入債務の増減額（△は減少） △887 2,631

 未払消費税等の増減額（△は減少） △921 184

 その他 23 848

 小計 9,536 12,219

 利息及び配当金の受取額 84 98

 利息の支払額 △173 △148

 補償金の受取額 － 516

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △486 △912

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,959 11,774

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 553 －

 有形固定資産の取得による支出 △9,953 △9,501

 有形固定資産の売却による収入 238 29

 投資有価証券の売却による収入 116 2

 事業譲渡による収入 － ※２  2,102

 その他 △379 △529

 投資活動によるキャッシュ・フロー △9,424 △7,897

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △145 －

 長期借入れによる収入 － 1,500

 長期借入金の返済による支出 △1,410 △584

 リース債務の返済による支出 △558 △540

 配当金の支払額 △264 △463

 非支配株主への配当金の支払額 △15 △18

 その他 △43 75

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,437 △31

現金及び現金同等物に係る換算差額 △38 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,939 3,845

現金及び現金同等物の期首残高 8,612 5,330

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △342 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  5,330 ※１  9,175
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　8社

主要な連結子会社の名称

「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

(2) 非連結子会社の数及び名称

非連結子会社である葵交通㈱他２社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連

結の範囲から除外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の数及び名称

該当ありません。

(2) 持分法を適用した関連会社の数及び名称

該当ありません。

(3) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の数及び名称

持分法を適用しない非連結子会社３社（葵交通㈱他）及び関連会社１社（恵豊自動車交通㈱）は、それぞれ当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

②　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品（新車・中古車・コンピュータ）、仕掛品（システム導入関連）

個別法

商品（修理部品・部品）、仕掛品（修理部品・部品・整備関連）、貯蔵品

最終仕入原価法

③　デリバティブ

時価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

建物（その附属設備を含む）及び構築物については主として定額法、その他の有形固定資産については主とし

て定率法を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

主として均等償却を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③　未認識数理計算上の差異の会計処理方法

未認識数理計算上の差異は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に計上しております。

④　小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

ソフトウェアの受託開発契約に係る売上高及び売上原価の計上基準

一部の連結子会社については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる受託開発契

約については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の受託開発契約については工

事完成基準を適用しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

20年間以内で均等償却を行うこととしております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少のリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

②　連結納税制度の適用

当社及び一部の連結子会社は、連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更等）

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ15百万円増加しております。

 
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

連結子会社である東京日産コンピュータシステム㈱（情報システム関連事業）において、従来、有形固定資産

（リース資産を除く）の減価償却方法について定率法を採用しておりましたが、当連結会計年度より定額法に変

更しております。

この変更は、契約期間にわたり均等に収益をもたらすクラウドサービス事業が拡大してきていること、また、

今後もクラウドサービス事業に関する収益の拡大に向けた事業投資を見込んでいることもあり、当該事業に係る

資産の重要性が高まる見通しであることなどを総合的に勘案し、使用期間にわたり均等に費用配分を行うこと

が、より適切に事業の実態を反映できるものと判断したことによるものであります。

この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ55百万円増加しております。

 
（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「流動資産」の「未収入金」は、金額的重要性が減少したた

め、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結

会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示しておりました「未収入金」4,938

百万円、「その他」793百万円は、「その他」5,731百万円として組み替えております。

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、金額的重要性が減少し

たため、当連結会計年度より「雑収入」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示しておりました「受取保険金」

15百万円、「雑収入」39百万円は、「雑収入」55百万円として組み替えております。
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連

結会計年度から適用しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社従業員及びグループ会社従業員（以下、「従業員」という。）に信託を通じて自社の株式を交付

する取引を行っております。

１．取引の概要

当社は、平成26年２月６日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高

め、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に当社の株式を給付するインセンティブ・

プラン「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度（以下、「本制度」という。）を導入しております。

本制度では、一定の要件を満たした従業員を株式給付の受益者として、当社が当社株式の取得資金を拠出する

ことにより信託を設定し、当該信託は、当社が予め定めた株式給付規程に基づき従業員に対し将来給付する当社

の株式を、株式市場から予め定める取得期間中に取得いたします。当社は株式給付規程に従い、従業員に対し個

人の貢献度等に応じてポイントを付与し、従業員が受給権を取得した時に、当該付与ポイントに相当する当社株

式を信託が給付いたします。

 

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度117百万円、334千株、当連

結会計年度111百万円、334千株であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

担保資産

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

建物 1,085百万円 1,046百万円

土地 7,675百万円 7,675百万円

　　計 8,760百万円 8,721百万円
 

 

担保付債務

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

長期借入金（1年内返済分含む） 580百万円 578百万円
 

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

有形固定資産の減価償却累計額 16,843百万円 17,881百万円
 

 

※３．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

投資有価証券（株式） 106百万円 106百万円
 

 

　４．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行（前連結会計年度は８行）と当座貸越契約

を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

当座貸越極度額の総額 10,100百万円 10,700百万円

借入実行残高 － －

　　差引額 10,100百万円 10,700百万円
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（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

販売諸掛 2,692百万円 2,787百万円

給料手当及び賞与 10,266百万円 10,073百万円

賞与引当金繰入額 697百万円 737百万円

退職給付費用 250百万円 422百万円

賃借料及び設備費 4,821百万円 4,886百万円

減価償却費 2,961百万円 3,094百万円
 

（注）販売費及び一般管理費の「減価償却費」は、金額的重要性が増加したため、当連結会計年度より表示すること

としております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記の組替えを行っております。

 

※２．当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）の営業外収益に計上しております「為替差

益」は、前連結会計年度においてカナダ国で自動車関連事業を営んでいたRichmond Nissan Ltd.及びその持株会社

であるTNC Automotive Inc.の事業の全部を譲渡したことに伴う清算配当金等に係る為替レート差であります。

 

※３．当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）の営業外収益に計上しております「還付消費

税等」は、過年度分（平成27年３月期～平成28年３月期の２ヶ年分）に係る消費税等の更正の請求に伴う還付税額

であります。

 

※４．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

土地売却益 － 16百万円

土地建物売却益 62百万円 －

　　計 62百万円 16百万円
 

　

※５．当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）の特別利益に計上しております「受取補償

金」は、三菱自動車工業の燃費認証値に関する問題が公表されたことによる軽自動車の「デイズ」「デイズルーク

ス」（ＯＥＭ車）の販売停止に伴う逸失利益等に対する補償金であります。

 
※６．前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）の「関係会社整理益」は、カナダ国で自動車

関連事業を営んでいたRichmond Nissan Ltd.及びその持株会社であるTNC Automotive Inc.の事業を譲渡したことに

係るものであります。なお、上記２社は事業の全部を譲渡したことに伴い、連結の範囲から除外しております。

　

※７．固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

固定資産除却損 55百万円 51百万円

固定資産撤去費用 36百万円 139百万円

その他 0百万円 －

　　計 93百万円 191百万円
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※８．当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失額

  建物及び構築物 10百万円

東京都江東区 処分予定資産 その他（工具、器具及び備品） 3百万円

  撤去費用 10百万円
 

当社グループは、事業用資産については主に事業セグメントを基準に所在地ごとにグルーピングを行っており、

処分予定資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。　

上記の処分予定資産については、連結子会社である東京日産コンピュータシステム㈱（情報システム関連事業）

において、事業所リニューアルに伴う既存固定資産の処分の意思決定を行ったことから、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額と撤去費用を合わせた23百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。　

なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、割引率については、使用見込期間が短く金額的影響が僅少

のため考慮しておりません。　

　

※９．当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）の特別損失に計上しております「たな卸資産

評価損」は、三菱自動車工業の燃費認証値に関する問題が公表されたことによる軽自動車の「デイズ」「デイズ

ルークス」（ＯＥＭ車）の中古車相場下落に伴う在庫車両に対する評価損等であります。

 
（連結包括利益計算書関係）

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

その他有価証券評価差額金     

　当期発生額 △328百万円 939百万円

　組替調整額 △99百万円 △2百万円

　　税効果調整前 △428百万円 937百万円

　　税効果額 167百万円 △287百万円

　　その他有価証券評価差額金 △261百万円 650百万円

為替換算調整勘定     

　当期発生額 269百万円 －

　組替調整額額 △448百万円 －

　　為替換算調整勘定 △178百万円 －

退職給付に係る調整額     

　当期発生額 △3,664百万円 974百万円

　組替調整額 △267百万円 26百万円

　　税効果調整前 △3,932百万円 1,001百万円

　　税効果額 1,384百万円 △346百万円

　　退職給付に係る調整額 △2,547百万円 654百万円

　　　　　　　その他の包括利益合計 △2,987百万円 1,305百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 66,635,063 － － 66,635,063

合計 66,635,063 － － 66,635,063

自己株式     

　普通株式 281,657 176,721 69,000 389,378

合計 281,657 176,721 69,000 389,378
 

(注) １．普通株式の自己株式数には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設定した信託が保有する当社

株式（当連結会計年度期首226,400株、当連結会計年度末334,000株）が含まれております。

２．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取請求による取得121株及び「株式給付信託（ＥＳＯ

Ｐ）」制度導入において設定した信託による取得176,600株によるものであります。

３．普通株式の自己株式数の減少は、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設定した信託が保有する当社

株式の給付によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

平成27年６月19日
定時株主総会

普通株式 266百万円 4.00円 平成27年３月31日 平成27年６月22日
 

(注)　平成27年６月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金0百万円が含まれております。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 466百万円 7.00円 平成28年３月31日 平成28年６月24日
 

(注)　平成28年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 66,635,063 － － 66,635,063

合計 66,635,063 － － 66,635,063

自己株式     

　普通株式 389,378 69,621 69,600 389,399

合計 389,378 69,621 69,600 389,399
 

(注) １．普通株式の自己株式数には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設定した信託が保有する当社

株式（当連結会計年度期首334,000株、当連結会計年度末334,000株）が含まれております。

２．普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取請求による取得21株及び「株式給付信託（ＥＳＯ

Ｐ）」制度導入において設定した信託による取得69,600株によるものであります。

３．普通株式の自己株式数の減少は、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設定した信託が保有する当社

株式の給付によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 466百万円 7.00円 平成28年３月31日 平成28年６月24日
 

(注)　平成28年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 532百万円 8.00円 平成29年３月31日 平成29年６月21日
 

(注)　平成29年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

現金及び預金 5,330百万円 9,175百万円

現金及び現金同等物 5,330百万円 9,175百万円
 

 

※２．現金及び現金同等物を対価とする事業の譲渡等に係る資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

連結子会社であるRichmond Nissan Ltd.及びその持株会社であるTNC Automotive Inc.の事業の全部を譲渡したこ

とにより、連結子会社でなくなったことに伴う連結除外時の資産及び負債の内訳は、次のとおりであります。

流動資産 2,233百万円

流動負債 △99百万円

外国源泉所得税 △78百万円

　計 2,055百万円

未収入金 2,055百万円

　差引 －
 

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

投資活動によるキャッシュ・フローの「事業譲渡による収入」2,102百万円は、前連結会計年度において連結子会

社であるRichmond Nissan Ltd.及びその持株会社であるTNC Automotive Inc.の事業の全部を譲渡したことに伴う清

算配当金等であります。

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

①　有形固定資産

主として、自動車関連事業における店舗設備（建物）であります。

②　無形固定資産

主として、情報システム関連事業における顧客向けホスティングサーバーソフト（ソフトウェア）でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金調達については、銀行を中心とした金融機関からの借入により行う方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は主として業務

上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金であり、返済日は決算日

後、最長で約１年半後であります。また、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要

な資金の調達を目的としたものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており、また、取引先ごとの

期日管理及び残高管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価及び発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署及び連結子会社からの報告に基づき、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持を図り、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２)を参照してく

ださい。）。

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 5,330 5,330 －

(2) 受取手形及び売掛金 6,476 6,476 △0

(3) 投資有価証券    

　　　その他有価証券 2,866 2,866 －

資産計 14,673 14,673 △0

(1) 買掛金 14,542 14,542 －

(2) 1年内返済予定の長期借入金 336 336 －

(3) リース債務　(※) 7,346 7,346 －

(4) 長期借入金 244 243 △0

負債計 22,469 22,469 △0
 

※　流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。
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(注１)．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの投資有価証券に関する

注記事項については、「有価証券関係」注記を参照してください。

負　債

(1) 買掛金、並びに(2) １年内返済予定の長期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率により

割引計算を行った結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するものについては、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、変動金利によるもののうち、長期間に渡

るもの、及び固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

 

(注２)．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 430
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有

価証券」には含めておりません。

 

(注３)．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内

(百万円)

１年超５年以内

(百万円)

５年超10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

現金及び預金 5,330 － － －

受取手形及び売掛金 6,475 1 － －

合計 11,805 1 － －
 

 

(注４)．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 

 

１年以内

(百万円)

１年超

２年以内

(百万円)

２年超

３年以内

(百万円)

３年超

４年以内

(百万円)

４年超

５年以内

(百万円)

 

５年超

(百万円)

長期借入金 336 244 － － － －

リース債務 551 490 490 490 490 4,831

合計 887 734 490 490 490 4,831
 

　

EDINET提出書類

日産東京販売ホールディングス株式会社(E02544)

有価証券報告書

55/96



 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループの資金調達については、銀行を中心とした金融機関からの借入により行う方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は主として業務

上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金であり、返済日は決算日

後、最長で約２年半後であります。また、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要

な資金の調達を目的としたものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っており、また、取引先ごとの

期日管理及び残高管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価及び発行体（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署及び連結子会社からの報告に基づき、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持を図り、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（(注２)を参照してく

ださい。）。

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 9,175 9,175 －

(2) 受取手形及び売掛金 9,016 9,016 △0

(3) 投資有価証券    

　　　その他有価証券 3,804 3,804 －

資産計 21,996 21,996 △0

(1) 買掛金 17,176 17,176 －

(2) 1年内返済予定の長期借入金 740 740 －

(3) リース債務　(※) 6,737 6,737 －

(4) 長期借入金 756 754 △1

負債計 25,409 25,408 △1
 

※　流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。
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(注１)．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの投資有価証券に関する

注記事項については、「有価証券関係」注記を参照してください。

負　債

(1) 買掛金、並びに(2) １年内返済予定の長期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率により

割引計算を行った結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するものについては、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、変動金利によるもののうち、長期間に渡

るもの、及び固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

 

(注２)．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 426
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有

価証券」には含めておりません。

なお、当連結会計年度において、非上場株式について3百万円の減損処理を行っております。

 

(注３)．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内

(百万円)

１年超５年以内

(百万円)

５年超10年以内

(百万円)

10年超

(百万円)

現金及び預金 9,175 － － －

受取手形及び売掛金 9,015 0 － －

合計 18,191 0 － －
 

 

(注４)．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

 

 

１年以内

(百万円)

１年超

２年以内

(百万円)

２年超

３年以内

(百万円)

３年超

４年以内

(百万円)

４年超

５年以内

(百万円)

 

５年超

(百万円)

長期借入金 740 496 260 － － －

リース債務 472 472 472 472 472 4,374

合計 1,212 968 732 472 472 4,374
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成28年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　株式 2,866 1,176 1,689

小計 2,866 1,176 1,689

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　株式 0 0 △0

小計 0 0 △0

合計 2,866 1,176 1,689
 

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

　株式 3,804 1,176 2,627

小計 3,804 1,176 2,627

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

　株式 － － －

小計 － － －

合計 3,804 1,176 2,627
 

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 116 99 －

合計 116 99 －
 

 
当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 2 2 －

合計 2 2 －
 

 

（デリバティブ取引関係）

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度及び確定給付制度として、退職一

時金制度を設けております。また、一部の連結子会社は、確定給付制度として、退職一時金制度及び確定給付企業

年金制度を設けております。なお、同企業年金制度は複数事業主制度であり、自社の拠出に対応する年金資産の額

を合理的に算定できることから、確定給付制度の注記に含めて記載しております。

退職一時金制度（すべて非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金

を支給しております。また、確定給付企業年金制度（すべて積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基

づいた一時金又は年金を支給しております。

なお、一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算

しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

退職給付債務の期首残高 19,270 21,822

勤務費用 594 688

利息費用 262 20

数理計算上の差異の発生額 2,921 △450

退職給付の支払額 △1,226 △1,088

退職給付債務の期末残高 21,822 20,992
 

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付債務を含めております。

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

年金資産の期首残高 12,718 11,828

期待運用収益 381 354

数理計算上の差異の発生額 △743 524

事業主からの拠出額 203 199

退職給付の支払額 △731 △646

年金資産の期末残高 11,828 12,261
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(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

　（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

積立型制度の退職給付債務 9,527 9,166

年金資産 △11,828 △12,261

 △2,300 △3,095

非積立型制度の退職給付債務 12,294 11,826

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,993 8,731

   

退職給付に係る負債 12,294 11,826

退職給付に係る資産 △2,300 △3,095

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 9,993 8,731
 

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付債務を含めております。

 
(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

　（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

勤務費用 567 661

利息費用 262 20

期待運用収益 △381 △354

数理計算上の差異の費用処理額 △267 26

確定給付制度に係る退職給付費用 180 353
 

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用を含めております。

　

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

数理計算上の差異 △3,932 1,001

合計 △3,932 1,001
 

 

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

未認識数理計算上の差異 △761 239

合計 △761 239
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(7) 年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

債券 32.8％ 31.6％

株式 18.8％ 20.5％

現金及び預金 41.3％ 40.4％

その他 7.1％ 7.5％

合計 100.0％ 100.0％
 

　

②　長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

至 平成29年３月31日)

割引率 0.1％ 0.1％

長期期待運用収益率 3.0％ 3.0％
 

 

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度88百万円、当連結会計年度88百万円であり

ます。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

（繰延税金資産）     

　　流動資産     

　　　未払事業税 41百万円 104百万円

　　　賞与引当金 455百万円 463百万円

　　　未払費用 224百万円 364百万円

　　　資産除去債務 48百万円 48百万円

　　　税務上の繰越欠損金 453百万円 657百万円

　　　その他 195百万円 92百万円

　　　　小計 1,419百万円 1,731百万円

　　　評価性引当額 △99百万円 △197百万円

　　　　合計 1,319百万円 1,534百万円

　　固定資産     

　　　退職給付に係る負債 4,204百万円 4,045百万円

　　　減損損失 52百万円 61百万円

　　　減価償却超過額 11百万円 12百万円

　　　資産除去債務 84百万円 85百万円

　　　税務上の繰越欠損金 1,659百万円 877百万円

　　　その他 135百万円 196百万円

　　　　小計 6,149百万円 5,277百万円

　　　評価性引当額 △2,043百万円 △797百万円

　　　繰延税金負債（固定）との相殺 △1,322百万円 △1,823百万円

　　　　合計 2,783百万円 2,657百万円

　　繰延税金資産合計 4,102百万円 4,191百万円

     

（繰延税金負債）     

　　固定負債     

　　　その他有価証券評価差額金 △517百万円 △804百万円

　　　圧縮記帳積立金 △93百万円 △91百万円

　　　退職給付に係る資産 △796百万円 △1,071百万円

　　　その他 △40百万円 △34百万円

　　　繰延税金資産（固定）との相殺 1,322百万円 1,823百万円

　　繰延税金負債合計 △125百万円 △178百万円

     

　　繰延税金資産（負債）の純額 3,977百万円 4,012百万円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当連結会計年度

(平成29年３月31日)

　法定実効税率 33.1％ 30.9％

　（調整）     

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％ 0.9％

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1％ △0.4％

　　住民税均等割等 1.8％ 1.7％

　　評価性引当額 △15.5％ △26.4％

　　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.0％ 0.0％

　　外国源泉所得税 1.7％ －

　　親会社との税率差異 0.2％ 4.3％

　　その他 1.3％ △0.3％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.9％ 10.7％
 

（注）前連結会計年度において「その他」に含めておりました「親会社との税率差異」は、重要性が増加したため、

当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の注記の

組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度において「その他」に表示しておりました1.5％は、「親会社との税率差異」

0.2％、「その他」1.3％として組み替えております。

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一

部を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交

付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、当連結会

計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前連結会計年度のものから変更されてお

ります。

なお、この変更による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

自動車関連事業の土地・建物の不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務等であります。

 

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

不動産賃貸借契約期間に応じて10年～20年と見積もり、割引率は1.0％～2.0％を使用して資産除去債務の金額

を計上しております。

なお、一部の物件につきましては、退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連

する賃借資産の使用期間が明確でなく、また、現時点において移転する予定もないことなどから、資産除去債務

を合理的に見積ることができないため、当該債務に見合う資産除去債務は計上しておりません。

 

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

期首残高 446百万円 462百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 12百万円 －

時の経過による調整額 3百万円 3百万円

資産除去債務の履行による減少額 － △2百万円

期末残高 462百万円 463百万円
 

　

（賃貸等不動産関係）

当社では、主に東京都において賃貸用のビル（土地を含む。）を所有しております。

平成28年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は137百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上。）であります。

平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は125百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は

売上原価に計上。）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 2,229 2,023

期中増減額 △205 △159

期末残高 2,023 1,864

期末時価 1,922 1,810
 

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額の主な内訳

前連結会計年度の主な増加は、賃貸用不動産設備の改修8百万円であり、主な減少は賃貸用不動産の売却166

百万円及び減価償却46百万円であります。

当連結会計年度の主な増加は、賃貸用不動産設備の改修12百万円であり、主な減少は賃貸用不動産設備の除

却23百万円、賃貸用不動産から事業用資産への振替118百万円及び賃貸用不動産の減価償却31百万円であり

ます。

３．期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定評価士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その

他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行った

ものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、自動車関連事業を中心とした包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、各連結子会

社を基礎とした商品・サービス別の事業区分に従い、「自動車関連事業」、「情報システム関連事業」の２つを

報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

①　「自動車関連事業」は、自動車、部用品の販売及び自動車整備、車検等の事業を行っております。

②　「情報システム関連事業」は、コンピュータのハードウェア、ソフトウェアの販売及び機器のキッティン

グ、導入支援、運用・保守サービス、データセンター等の事業を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であり、また、セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。

「会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更

しております。

この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の「自動車関連事業」のセグメント利益が14百万円、

「情報システム関連事業」のセグメント利益が0百万円、「その他」のセグメント利益が0百万円それぞれ増加して

おります。

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、連結子会社である東京日産

コンピュータシステム㈱（情報システム関連事業）において、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法

を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更しております。

この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の「情報システム関連事業」のセグメント利益が55百万

円増加しております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント  

その他

(注)

合計自 動 車

関連事業

情報システム

関 連 事 業
計

売上高      

外部顧客への売上高 139,245 6,104 145,350 457 145,807

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3 426 429 － 429

計 139,249 6,530 145,779 457 146,237

セグメント利益 4,597 213 4,810 137 4,948

セグメント資産 61,332 4,626 65,959 2,063 68,023

その他の項目      

減価償却費 2,928 182 3,111 40 3,152

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
9,928 250 10,179 13 10,192

 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。

 
　

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント  

その他

(注)

合計自 動 車

関連事業

情報システム

関 連 事 業
計

売上高      

外部顧客への売上高 140,140 8,974 149,114 410 149,525

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5 655 660 － 660

計 140,145 9,629 149,775 410 150,185

セグメント利益 5,371 371 5,743 125 5,868

セグメント資産 64,647 5,137 69,784 1,900 71,685

その他の項目      

減価償却費 3,063 170 3,234 36 3,270

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
9,902 103 10,005 22 10,028

 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 145,779 149,775

「その他」の区分の売上高 457 410

セグメント間取引消去 △429 △660

連結財務諸表の売上高 145,807 149,525
 

 

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,810 5,743

「その他」の区分の利益 137 125

セグメント間取引消去 △0 －

全社費用(注) △727 △839

連結財務諸表の営業利益 4,219 5,029
 

(注)　主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。

 

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 65,959 69,784

「その他」の区分の資産 2,063 1,900

セグメント間取引消去 △102 △135

全社資産(注) 7,467 12,744

連結財務諸表の資産合計 75,388 84,293
 

(注)　主に当社の現金及び預金、投資有価証券及び報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものでありま

す。

 

（単位：百万円）

その他の項目

報告セグメント計 その他 調整額 連結財務諸表計上額

前 連 結

会計年度

当 連 結

会計年度

前 連 結

会計年度

当 連 結

会計年度

前 連 結

会計年度

当 連 結

会計年度

前 連 結

会計年度

当 連 結

会計年度

減価償却費 3,111 3,234 40 36 39 27 3,192 3,298

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
10,179 10,005 13 22 15 19 10,207 10,047

 

(注)　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る

ものであります。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先が存在しないため、記載を省略

しております。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先が存在しないため、記載を省略

しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計自 動 車

関連事業

情報システム

関 連 事 業
計

減損損失 － 23 23 － － 23
 

(注)　連結子会社である東京日産コンピュータシステム㈱（情報システム関連事業）において、事業所リニューアル

に伴う既存固定資産の処分の意思決定を行ったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額と

撤去費用を合わせた23百万円を減損損失として特別損失に計上いたしました。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計自 動 車

関連事業

情報システム

関 連 事 業
計
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当期償却額 90 － 90 － － 90

当期末残高 1,354 － 1,354 － － 1,354
 

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計自 動 車

関連事業

情報システム

関 連 事 業
計

当期償却額 90 － 90 － － 90

当期末残高 1,264 － 1,264 － － 1,264
 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要株主

日産ネッ

トワーク

ホール

ディング

ス㈱

神奈川県

横浜市

西区

90

日産自動車

㈱ の 子 会

社、不動産

の賃貸等

(被所有)

 直接 34.0

不動産の

賃借等

リース資産の

取得 (注)２
76 － －

リース債務の

返済
411 リース債務 6,232

支払利息 129 － －

維持管理費等 293 － －

支払賃借料

(注)３
2,572 － －

 

(注) １．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

２．リース資産の取得については、売買取引に係る方法に準じたファイナンス・リース取引によるリース資産の

当連結会計年度における取得価額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　日産ネットワークホールディングス㈱の提示する、他の日産系販売会社と同等の取引条件によっておりま

す。
　

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要株主

日産ネッ

トワーク

ホール

ディング

ス㈱

神奈川県

横浜市

西区

90

日産自動車

㈱ の 子 会

社、不動産

の賃貸等

(被所有)

 直接 34.0

不動産の

賃借等

リース資産の

取得 (注)２
123 － －

リース債務の

返済
402 リース債務 5,735

支払利息 120 － －

維持管理費等 288 － －

支払賃借料

(注)３
2,511 － －

 

(注) １．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

２．リース資産の取得については、売買取引に係る方法に準じたファイナンス・リース取引によるリース資産の

当連結会計年度における取得価額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　日産ネットワークホールディングス㈱の提示する、他の日産系販売会社と同等の取引条件によっておりま

す。
　

②　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

③　連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

該当事項はありません。

　

④　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

①　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

日産自動

車㈱

神奈川県

横浜市

神奈川区

605,813

自動車及び

同部品の製

造・販売等

(被所有)

 間接 34.0
商品の仕入先 車両等の仕入 59,883

買掛金 7,105

未払費用 170

主要株主

日産ネッ

トワーク

ホール

ディング

ス㈱

神奈川県

横浜市

西区

90

日産自動車

㈱ の 子 会

社、不動産

の賃貸等

(被所有)

 直接 34.0

不動産の

賃借等

リース債務の

返済
79 リース債務 1,052

支払利息 21 － －

維持管理費等 65 － －

支払賃借料 710 － －
 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（リース債務を除く）には消費税等が

含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

    日産自動車㈱及び日産ネットワークホールディングス㈱の提示する、他の日産系販売会社と同等の取引条件

によっております。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

日産自動

車㈱

神奈川県

横浜市

神奈川区

605,813

自動車及び

同部品の製

造・販売等

(被所有)

 間接 34.0
商品の仕入先 車両等の仕入 61,408

買掛金 6,160

未払費用 131

主要株主

日産ネッ

トワーク

ホール

ディング

ス㈱

神奈川県

横浜市

西区

90

日産自動車

㈱ の 子 会

社、不動産

の賃貸等

(被所有)

 直接 34.0

不動産の

賃借等

リース資産の

取得 (注)２
26 － －

リース債務の

返済
77 リース債務 1,001

支払利息 20 － －

維持管理費等 63 － －

支払賃借料 678 － －
 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高（リース債務を除く）には消費税等が

含まれております。

２．リース資産の取得については、売買取引に係る方法に準じたファイナンス・リース取引によるリース資産の

当連結会計年度における取得価額を記載しております。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

    日産自動車㈱及び日産ネットワークホールディングス㈱の提示する、他の日産系販売会社と同等の取引条件

によっております。

 

②　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
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③　連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社

等

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

の子会社

日産部品

中央販売

㈱

東京都

大田区
545

自動車部用

品等の販売

(所有)

 直接 9.8

商品の仕入先

役員の兼任有

部用品等の

仕入
10,160 買掛金 2,798

㈱オー

テック

ジャパン

神奈川県

茅ヶ崎市
480

特装車両等

の製造・販

売

なし 商品の仕入先 車両等の仕入 7,094 買掛金 767

 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　日産部品中央販売㈱及び㈱オーテックジャパンの提示する、他の日産系販売会社と同等の取引条件によって

おります。

 

当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

種類

会社等

の名称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他の

関係会社

の子会社

日産部品

中央販売

㈱

東京都

大田区
545

自動車部用

品等の販売

(所有)

 直接 9.8

商品の仕入先

役員の兼任有

部用品等の

仕入
10,305 買掛金 3,094

㈱オー

テック

ジャパン

神奈川県

茅ヶ崎市
480

特装車両等

の製造・販

売

なし 商品の仕入先 車両等の仕入 7,478 買掛金 866

 

(注) １．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　日産部品中央販売㈱及び㈱オーテックジャパンの提示する、他の日産系販売会社と同等の取引条件によって

おります。

 

④　連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 478.20円 551.16円

１株当たり当期純利益金額 51.14円 60.22円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式に計上されている「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」に残存する自社の株式は、１株

当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１

株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

　　なお、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前連結会計年度

243千株、当連結会計年度312千株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式

数は、前連結会計年度334千株、当連結会計年度334千株であります。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前連結会計年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 3,392 3,990

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

3,392 3,990

普通株式の期中平均株式数(千株) 66,336 66,267
 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

1年内返済予定の長期借入金 336 740 0.2 －

1年内返済予定のリース債務 551 472 2.0 －

長期借入金
(1年内返済予定の長期借入金除く)

244 756 0.1
平成30年６月30日～
平成31年９月30日

リース債務
(1年内返済予定のリース債務除く)

6,794 6,264 2.0
平成30年４月１日～
平成43年３月31日

合計 7,926 8,233 － －
 

(注) １．「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（1年内返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額は以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 496 260 － －

リース債務 472 472 472 472
 

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 30,244 62,973 100,036 149,525

税金等調整前
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 404 1,570 2,646 4,595

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益金額

(百万円) 153 1,008 1,751 3,990

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 2.32 15.22 26.43 60.22

 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.32 12.90 11.21 33.80
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,645 8,124

  前払費用 105 108

  繰延税金資産 137 21

  その他 ※２  2,712 ※２  853

  流動資産合計 6,600 9,107

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※１  6,092 ※１  6,564

   機械及び装置 34 35

   工具、器具及び備品 269 315

   土地 ※１  17,913 ※１  18,352

   リース資産 6,232 5,735

   建設仮勘定 － 13

   有形固定資産合計 30,542 31,017

  無形固定資産   

   ソフトウエア 46 122

   無形固定資産合計 46 122

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,134 4,064

   関係会社株式 7,770 7,770

   長期貸付金 ※２  321 ※２  496

   長期前払費用 54 34

   敷金 451 483

   差入保証金 233 282

   その他 2 2

   関係会社投資等損失引当金 △416 △385

   貸倒引当金 △300 △497

   投資その他の資産合計 11,249 12,251

  固定資産合計 41,838 43,390

 資産合計 48,439 52,498
 

 

EDINET提出書類

日産東京販売ホールディングス株式会社(E02544)

有価証券報告書

76/96



 

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  1年内返済予定の長期借入金 ※１  336 ※１  740

  リース債務 ※２  411 ※２  395

  未払金 ※２  82 ※２  209

  未払費用 ※２  114 ※２  135

  未払法人税等 233 238

  預り金 ※２  17,428 ※２  19,315

  賞与引当金 16 16

  資産除去債務 160 160

  その他 ※２  24 ※２  49

  流動負債合計 18,807 21,260

 固定負債   

  長期借入金 ※１  244 ※１  756

  リース債務 ※２  5,821 ※２  5,340

  繰延税金負債 631 913

  資産除去債務 276 277

  長期預り金 144 157

  その他 27 －

  固定負債合計 7,145 7,445

 負債合計 25,952 28,705

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,752 13,752

  資本剰余金   

   資本準備金 241 241

   資本剰余金合計 241 241

  利益剰余金   

   利益準備金 173 220

   その他利益剰余金   

    圧縮記帳積立金 212 207

    繰越利益剰余金 7,087 7,701

   利益剰余金合計 7,473 8,128

  自己株式 △131 △125

  株主資本合計 21,334 21,996

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1,151 1,796

  評価・換算差額等合計 1,151 1,796

 純資産合計 22,486 23,792

負債純資産合計 48,439 52,498
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当事業年度
(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 ※２  6,874 ※２  7,144

売上原価 ※２  4,502 ※２  4,637

売上総利益 2,372 2,507

販売費及び一般管理費 ※１,※２  1,044 ※１,※２  1,159

営業利益 1,328 1,348

営業外収益   

 受取利息 1 1

 受取配当金 79 93

 関係会社投資等損失引当金戻入額 － 31

 為替差益 － 47

 雑収入 2 3

 営業外収益合計 83 176

営業外費用   

 支払利息 ※２  143 ※２  126

 貸倒引当金繰入額 133 197

 設備賃借費用 104 89

 雑損失 48 9

 営業外費用合計 429 422

経常利益 982 1,102

特別利益   

 固定資産売却益 62 16

 投資有価証券売却益 99 －

 関係会社整理益 904 －

 特別利益合計 1,066 16

特別損失   

 固定資産除売却損 23 49

 特別損失合計 23 49

税引前当期純利益 2,024 1,069

法人税、住民税及び事業税 △10 △165

法人税等調整額 △142 113

法人税等合計 △152 △52

当期純利益 2,177 1,121
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【売上原価明細書】

  

前事業年度

(自　平成27年４月１日

　至　平成28年３月31日)

当事業年度

(自　平成28年４月１日

　至　平成29年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

売上原価      

　減価償却費  975 21.7 1,120 24.2

　維持・管理費  621 13.8 615 13.3

　賃借料  2,864 63.6 2,854 61.5

　その他  40 0.9 46 1.0

合計  4,502 100.0 4,637 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
圧縮記帳積立金繰越利益剰余金

当期首残高 13,752 241 241 146 206 5,208 5,561

当期変動額        

剰余金の配当    26  △292 △266

当期純利益      2,177 2,177

圧縮記帳積立金の取崩       －

税率変更による積立金の

調整額
    5 △5 －

自己株式の取得        

自己株式の処分        

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 － － － 26 5 1,879 1,911

当期末残高 13,752 241 241 173 212 7,087 7,473
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △101 19,453 1,404 1,404 20,857

当期変動額      

剰余金の配当  △266   △266

当期純利益  2,177   2,177

圧縮記帳積立金の取崩  －   －

税率変更による積立金の

調整額
 －   －

自己株式の取得 △56 △56   △56

自己株式の処分 26 26   26

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  △252 △252 △252

当期変動額合計 △29 1,881 △252 △252 1,628

当期末残高 △131 21,334 1,151 1,151 22,486
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 当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
圧縮記帳積立金繰越利益剰余金

当期首残高 13,752 241 241 173 212 7,087 7,473

当期変動額        

剰余金の配当    46  △512 △466

当期純利益      1,121 1,121

圧縮記帳積立金の取崩     △4 4 －

税率変更による積立金の

調整額
      －

自己株式の取得        

自己株式の処分        

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 － － － 46 △4 613 655

当期末残高 13,752 241 241 220 207 7,701 8,128
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △131 21,334 1,151 1,151 22,486

当期変動額      

剰余金の配当  △466   △466

当期純利益  1,121   1,121

圧縮記帳積立金の取崩  －   －

税率変更による積立金の

調整額
 －   －

自己株式の取得 △18 △18   △18

自己株式の処分 24 24   24

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
  645 645 645

当期変動額合計 6 661 645 645 1,306

当期末残高 △125 21,996 1,796 1,796 23,792
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

期末日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定）

②　時価のないもの

総平均法による原価法

(3) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（その附属設備を含む）及び構築物については主として定額法、その他の有形固定資産については定率法を

採用しております。

(2) 無形固定資産

主として定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

主として均等償却を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額を計上しております。

(3) 関係会社投資等損失引当金

関係会社への投資、債権額及び債権額を超える債務超過額に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態を勘案

して計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び

構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ12

百万円増加しております。

 
（表示方法の変更）

（貸借対照表関係）

前事業年度において独立掲記しておりました「流動資産」の「未収入金」（前事業年度2,668百万円）は、金額

的重要性が減少したため、当事業年度より「流動資産」の「その他」（当事業年度853百万円）に含めて表示して

おります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事

業年度から適用しております。

　

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社従業員及びグループ会社従業員（以下、「従業員」という。）に信託を通じて自社の株式を交付

する取引を行っております。

１．取引の概要

当社は、平成26年２月６日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高

め、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に当社の株式を給付するインセンティブ・

プラン「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度（以下、「本制度」という。）を導入しております。

本制度では、一定の要件を満たした従業員を株式給付の受益者として、当社が当社株式の取得資金を拠出する

ことにより信託を設定し、当該信託は、当社が予め定めた株式給付規程に基づき従業員に対し将来給付する当社

の株式を、株式市場から予め定める取得期間中に取得いたします。当社は株式給付規程に従い、従業員に対し個

人の貢献度等に応じてポイントを付与し、従業員が受給権を取得した時に、当該付与ポイントに相当する当社株

式を信託が給付いたします。

 

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度117百万円、334千株、当事業年

度111百万円、334千株であります。
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（貸借対照表関係）

※１．担保に供している資産及び担保に係る債務は、次のとおりであります。

担保に供している資産

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

建物 1,085百万円 1,046百万円

土地 7,675百万円 7,675百万円

　　計 8,760百万円 8,721百万円
 

 

担保に係る債務

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

長期借入金（1年内返済分含む） 580百万円 578百万円
 

 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

区分掲記されたもの以外の金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

短期金銭債権 594百万円 851百万円

長期金銭債権 321百万円 496百万円

短期金銭債務 17,903百万円 19,799百万円

長期金銭債務 5,821百万円 5,340百万円
 

 

　３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行（前事業年度８行）と当座貸越契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく事業年度末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

当座貸越極度額の総額 7,400百万円 8,000百万円

借入実行残高 － －

　　差引額 7,400百万円 8,000百万円
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（損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

前事業年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当事業年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

役員報酬 97百万円 91百万円

給料手当及び賞与 410百万円 485百万円

賞与引当金繰入額 16百万円 16百万円

賃借料及び設備費 62百万円 69百万円

減価償却費 43百万円 38百万円

システム運用費 110百万円 133百万円
 

　

　販売費に属する費用のおおよその割合 0％ 0％

　一般管理費に属する費用のおおよその割合 100％ 100％
 

 

※２．関係会社との取引高は、次のとおりであります。

 

前事業年度

(自 平成27年４月１日

 至 平成28年３月31日)

当事業年度

(自 平成28年４月１日

 至 平成29年３月31日)

営業取引による取引高     

　売上高 6,574百万円 6,888百万円

　売上原価 3,732百万円 3,657百万円

　販売費及び一般管理費 122百万円 157百万円

営業取引以外の取引による取引高     

　支払利息 133百万円 122百万円
 

　

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（平成28年３月31日）

区分 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 339 785 446
 

 

当事業年度（平成29年３月31日）

区分 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 339 1,181 842
 

 

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額
（単位：百万円）

区分 平成28年３月31日 平成29年３月31日

子会社株式 7,428 7,428

関連会社株式 3 3
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式及び

関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

（繰延税金資産）     

　　流動資産     

　　　未払事業税 6百万円 9百万円

　　　資産除去債務 48百万円 48百万円

　　　その他 182百万円 26百万円

　　　　小計 237百万円 85百万円

　　　評価性引当額 △99百万円 △63百万円

　　　　合計 137百万円 21百万円

　　固定資産     

　　　貸倒引当金 91百万円 152百万円

　　　関係会社投資等損失引当金 127百万円 117百万円

　　　関係会社株式評価損 1,852百万円 1,852百万円

　　　有価証券等評価損 20百万円 20百万円

　　　資産除去債務 84百万円 85百万円

　　　税務上の繰越欠損金 285百万円 326百万円

　　　その他 20百万円 17百万円

　　　　小計 2,484百万円 2,573百万円

　　　評価性引当額 △2,473百万円 △2,567百万円

　　　繰延税金負債（固定）との相殺 △10百万円 △6百万円

　　　　合計 － －

　　繰延税金資産合計 137百万円 21百万円

     

（繰延税金負債）     

　　固定負債     

　　　圧縮記帳積立金 △93百万円 △91百万円

　　　その他有価証券評価差額金 △508百万円 △792百万円

　　　その他 △40百万円 △34百万円

　　　繰延税金資産（固定）との相殺 10百万円 6百万円

　　繰延税金負債合計 △631百万円 △913百万円

     

　　繰延税金負債の純額 △493百万円 △891百万円
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

　法定実効税率 33.1％ 30.9％

　（調整）     

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％ 1.3％

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △38.1％ △42.2％

　　住民税均等割等 0.2％ 0.4％

　　評価性引当額 △7.2％ 5.5％

　　外国源泉所得税 3.9％ －

　　その他 0.4％ △0.8％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △7.5％ △4.9％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一

部を改正する法律」及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交

付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」が平成28年11月18日に国会で成立したことに伴い、当事業年

度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度のものから変更されております。

なお、この変更による当事業年度の財務諸表に与える影響は軽微であります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累 計 額

有形固定
資産

建物及び構築物 6,092 1,065 31 561 6,564 9,079

機械及び装置 34 7 0 6 35 43

工具、器具及び備品 269 205 2 156 315 1,015

土地 17,913 451 12 － 18,352 －

リース資産 6,232 123 218 402 5,735 1,649

建設仮勘定 － 13 － － 13 －

計 30,542 1,866 264 1,127 31,017 11,788

無形固定
資産

ソフトウエア 46 104 0 28 122 －

計 46 104 0 28 122 －
 

(注) １．当期増加額の主なものは次のとおりであります。

建物及び構築物
日産プリンス東京販売㈱　店舗建替・設備改修工事及び
省エネルギー管理装置設置等

513百万円

 
日産プリンス西東京販売㈱　店舗建替・設備改修工事及び
省エネルギー管理装置設置等

268百万円

 
東京日産自動車販売㈱　店舗建替・設備改修工事及び
省エネルギー管理装置設置等

168百万円

工具、器具及び備品 当社グループ内のパソコン代替等 183百万円

土地 日産プリンス東京販売㈱　鮫洲店取得 335百万円

 日産プリンス西東京販売㈱　町田南店隣地取得 116百万円

リース資産 リース会計適用物件賃料改定 123百万円
 

２．当期減少額の主なものは次のとおりであります。

土地 武蔵村山一部売却 12百万円

リース資産 リース会計適用物件解約 218百万円
 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

関係会社投資等損失引当金 416 － 31 385

貸倒引当金 300 197 － 497

賞与引当金 16 16 16 16
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 　－

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
＜ホームページアドレス　http://www.nissan-tokyo-hd.co.jp/＞

株主に対する特典

株主優待制度

（１）対象となる株主様

毎年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された１単元（100株）以上の当社株
式を保有する株主様を対象とします。

 
（２）株主優待の内容

次のとおり保有株式数に応じ、オリジナルQUOカードを贈呈いたします。

保有株式数 株主優待品

100株以上～1,000株未満 オリジナルQUOカード　　500円分

1,000株以上～10,000株未満 オリジナルQUOカード　1,000円分

10,000株以上 オリジナルQUOカード　2,000円分
 

 
 

(注)　当社は単元未満株主の権利に関し、定款で次のとおり定めております。

第９条（単元未満株式についての権利）

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割り当ておよび募集新株予約権の割り当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第104期）（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月23日関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成28年６月23日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

（第105期第１四半期）（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月10日関東財務局長に提

出。

（第105期第２四半期）（自　平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月11日関東財務局長に提

出。

（第105期第３四半期）（自　平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月10日関東財務局長に提

出。

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書を平成28年６月29日関東財務局長に提出。

 

EDINET提出書類

日産東京販売ホールディングス株式会社(E02544)

有価証券報告書

92/96



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成29年６月19日

日産東京販売ホールディングス株式会社

取締役会　御中

明治アーク監査法人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　村　　淳　　一　　㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　冨　　岡　　慶 一 郎　　㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　三　　島　　徳　　朗　　㊞

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日産東京販売ホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監

査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日

産東京販売ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

　

強調事項

会計方針の変更等に記載されているとおり、連結子会社である東京日産コンピュータシステム㈱は、従来、有形固定

資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法を採用していたが、当連結会計年度より定額法に変更して

いる。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日産東京販売ホールディング

ス株式会社の平成29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、日産東京販売ホールディングス株式会社が平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成29年６月19日

日産東京販売ホールディングス株式会社

取締役会　御中

明治アーク監査法人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　村　　淳　　一　　㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　冨　　岡　　慶 一 郎　　㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　三　　島　　徳　　朗　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日産東京販売ホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第105期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表につ

いて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日産東

京販売ホールディングス株式会社の平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注)１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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